
公 共

ＪＲ

　　　09-010　　　

独立行政法人国際協力機構

公共政策部

平成21年４月

（2009年）

ナイジェリア連邦共和国

女性の生活向上のための

女性センター活性化支援プロジェクト

中間評価調査報告書

Ｎｏ．



独立行政法人国際協力機構

公共政策部

平成21年４月

（2009年）

ナイジェリア連邦共和国

女性の生活向上のための

女性センター活性化支援プロジェクト

中間評価調査報告書



序     文 

 

 ナイジェリア連邦共和国の要請に基づき、独立行政法人国際協力機構は、技術協力プロジェクト「女

性の生活向上のための女性センター活性化支援プロジェクト」を 2007 年 1 月より 3年間の予定で実

施しています。当機構のアフリカ支援は幅広い分野で実施されていますが、ジェンダー主流化を進め

るプロジェクトはアフリカでは初めてです。 

 今般、協力期間の中間時点が経過したため、本プロジェクトの進捗や目標・成果の達成状況を確認

したうえで、評価 5項目の観点からの評価分析を行うとともに、今後の協力の方向性に係る協議を行

うことを目的として 2008 年 11 月 9 日から 29 日まで、公共政策部ジェンダー平等推進課長を団長と

する調査団を派遣し、中間評価調査を実施しました。本報告書は同調査の結果を取りまとめたもので

あり、今後の本プロジェクトの展開、また、他の技術協力を効果的に実施するために活用されること

を願うものです。 

 

 ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外関係者の方々に、心より感謝申し上げます。 

 

 平成 21 月 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 中川 寛章 
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ナイジェリア連邦共和国地図 

 
ナイジェリア政治的地理 6区分 出典：CEDAW 報告書 2003 年 
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プロジェクトサイト位置図 
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中間評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ナイジェリア連邦共和国 案件名：女性の生活向上のための女性センター活
性化支援プロジェクト 

分野：ジェンダーと開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 

ジェンダー平等推進課 

協力金額（評価時点）：約 1 億 2,700 万円 

 

 

協力期間 

（R/D）： 

2007 年 1 月 25 日～ 
2010 年 1 月 24 日 

先方関係機関： 

国立女性開発センター（National Centre for Women 

Development: NCWD） 

カノ州女性社会開発省（State Ministry of Women 

Affairs and Social Development: SMWA） 

１－１ 協力の背景と概要 

 ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリア」と記す）では、1 日 1 ドル以下で生活する
貧困ライン以下の人口率が約 70％と非常に高く、貧富の格差も大きい。また、他のアフリカ諸
国と比較して、特に成人識字率や推定所得などのジェンダー格差が目立っている。 

 このような状況に対し、ナイジェリア政府は連邦女性社会開発省（FMWA）の設立、国家ジ
ェンダー政策の策定など、マクロレベルでのジェンダー平等推進のための基本的な政策・制度
的枠組みを整備している。しかし、政治・経済の意思決定に参画できるのは少数のエリート女
性に限られ、コミュニティレベルでの圧倒的多数の貧困層女性との二極化が顕著になっている。
コミュニティレベルでは、一般的に男性が世帯収入の用途を決定し、保健や教育などの女性や
子供のニーズが優先されていない。女性が世帯のために収入を増やし、かつ収入を生活向上に
利用するためには、収入を得るためのスキル取得だけではなく、女性が経済活動に携わること
への男性やコミュニティの理解、女性の移動可能性の拡大（移動手段や移動時の安全の確保な
ど）、社会的ネットワークの構築など、女性がもつ潜在能力を引き出すことを可能にさせる平等
な社会環境づくりと、女性自身が自身の置かれた状況に気づき、問題を自覚し、自らの生活の
調整と改善を図る力をつけることが必要となる。 

 女性開発センター（Women Development Centre: WDC）は、女性対象の識字・職業訓練の場と
して1980年代後半から全国に設置され、草の根レベルの女性の生活向上に貢献してきた。FMWA

の付属機関である国立女性開発センター（National Centre for Women Development :NCWD）は 90
年代初めに全国の WDC の本部として設置された。現在はジェンダーに関する調査・研究・研
修を担う機関として、全国の WDC の現状調査や女性の職業訓練を実施している。NCWD によ
る WDCの全国調査を通じて、WDCは貧困女性の生活向上に貢献し得るものの、その多くは適
切に運営されておらず、資金不足もあり WDC 利用者のニーズを十分に満たしていないことが
確認された。 

 このような背景の下、WDCが貧困層女性の生活向上に貢献する学びとエンパワーメントの場
として、持続的に活用されるための適切な運営モデルを確立するため、ナイジェリア政府によ
り本プロジェクトが要請され、2007 年 1 月より 3 年間を協力期間として本プロジェクトが開始
された。 



 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

 WDCが機能することを通じて、ナイジェリアのコミュニティレベル、世帯レベルで女性
のエンパワーメントが向上する 

 

 （2）プロジェクト目標 

 プロジェクトの経験に基づき、WDC 活性化とマネージメントのために効果的な Guiding 

Frameworkが NCWDによってつくられる 

 

 （3）成 果 

1） 対象地域においてパフォーマンスのよい WDCのグッドプラクティスが生み出される。
パフォーマンスは、①WDC のサービスの質の向上、②WDC への肯定的認識の向上、③
WDCのマネージメントの質の向上、の 3 点で定義される 

2） 収集されたグッドプラクティスに基づき、ガイドラインのドラフトが作成される 

3) プロジェクトにかかわる NCWD、SMWAスタッフの能力が向上する 

 

 （4）投入（評価時点：2008 年 10 月末） 

日本側： 

長期専門家派遣  1 名 

短期専門家派遣  7 名 

研修員受け入れ  10 名 

機材供与  1,145 万 5,051Naira（ナイラ）＝1,059 万円 

ローカルコスト負担  4,364 万 3,184 ナイラ＝3,737 万円 

 

相手国側： 

カウンターパート（C/P）配置  10 名（NCWD 6 名、カノ州 SMWA 4 名） 

土地・施設提供  NCWD：プロジェクト事務所 

         SMWA：プロジェクト用スペース 

ローカルコスト負担  NCWD：386 万 4,559ナイラ（2007～2008） 

           SMWA：約 340 万ナイラ（2008） 

 

２．評価調査団の概要 

団長・総括 武藤 亜子 
JICA 公共政策部 ジェンダー平等推進課
課長 

協力企画/ジェンダー 上田 めぐみ 
JICA 公共政策部 ジェンダー平等推進課
ジュニア専門員 

調査者 

評価分析 河原 里恵 （株）アールクエスト代表取締役 

調査期間 2008 年 11 月 9 日～2008 年 11 月 29 日 調査種類：中間評価 



 

３．実績の確認 

＜成果1＞対象地域においてパフォーマンスのよいWDCのグッドプラクティスが生み出される
 活動は順調に進捗しており、サービスの質の向上、コミュニティからの肯定的認識の向上、
マネージメントの質の向上、ともに多くのグッドプラクティスが発現していることが確認され
た。 

 

 1-1 WDCのサービスの質の向上の達成度 

 短期専門家によるスキルアップ研修やスタディーツアーの実施を通じて、WDC講師の技
術や意欲は向上しており、モニタリング調査の結果では WDC が提供するサービスについ
て、参加者の満足度は高まっており、質の向上が確認された。 

 

 1-2 コミュニティから WDCへの肯定的な認識向上の達成度  

 宗教リーダーや伝統リーダー、コミュニティの男性も視野に入れた啓発活動、ラジオ番
組などを通じてコミュニティ、WDC参加者の夫、非 WDC参加者からの WDC活動への肯
定的認識が高まっている。 

 

 1-3 WDCのマネージメントの質の向上の達成度 

 短期専門家によるマネージメント研修、OJTにより、WDCの年間計画、記録などの管理
方法が改善されており、マネージメントの重要性への理解が高まっている。 

 

＜成果 2＞収集されたグッドプラクティスに基づき、ガイドラインのドラフトが作成される 

 ガイドラインドラフト第 1 章が完成し、2008 年 10 月の全国を対象にしたガイドラインフォ
ーラムで発表された。対象 6 WDC のグッドプラクティスをベースとし、他州のグッドプラク
ティスも取り入れたガイドライン全編は、2009 年 11 月に完成予定である。 

 

＜成果 3＞プロジェクトにかかわる NCWD、SMWAスタッフの能力が向上する 

 プロジェクトチームメンバーの能力はプロジェクト実施や各種研修、ワークショップの参加、
日本人長期・短期専門家との日々の活動を通じて向上がみられる。ただし、個人差が見受けら
れ、文書作成やプレゼンテーションスキルといった能力強化が更に必要である。 

 

＜プロジェクト目標の達成度＞ 

 

プロジェクト目標：プロジェクトの経験に基づき、WDC活性化とマネージメントのために効果
的な Guiding Frameworkが NCWDによってつくられる 

 プロジェクトはおおむね順調に進捗しており、成果 1、2、3 についても良好な効果を生み出
している。しかし、Guiding Frameworkを形成する「ガイドライン」「人材」「予算」のうち、「人
材」である C/P機関職員の更なる能力強化が必要であること、「予算」のキーとなる C/Pファン
ドを NCWDが確保できていないことが懸念事項であり、プロジェクト終了までにこれらの問題
が解決されれば、プロジェクト目標は達成されることが見込まれる。 



 

４．評価結果の概要 

４－１ 妥当性 

 本プロジェクトの妥当性は非常に高い。 

 プロジェクト内容は 2006 年に発表されたナイジェリアの国家ジェンダー政策に合致してい
る。この政策はナイジェリアの貧困削減へのアプローチとしてジェンダー主流化を謳っている
ものである。また 2006 年に全国女性評議会（National Council of Women Affairs）が採択したコ
ミュニケによれば、本プロジェクトの C/P機関である NCWDは全国の WDCの活性化に関する
ガイドライン作成がマンデートとなっており、その点においても NCWDを支援することは妥当
性が高い。 

 また本プロジェクトは日本の ODA 大綱での貧困削減への支援、並びに外務省・JICA の国別
支援の重点課題のうち、女性のエンパワーメントにも一致していることから、妥当性は確保さ
れていると判断される。 

 

４－２ 有効性 

 本プロジェクトの有効性は高く、今後もその効果は増加するものと判断される。 

 プロジェクト目標は明確に設定されており、現在までの努力が今後も続く限り、ほとんどの
成果はプロジェクト終了時（2010 年 1 月）までに達成が可能である。モニタリング調査や聞き
取り調査の結果では、参加者からの WDC のサービスの質、例えばカリキュラム、機材、生地
や毛糸、教材などの資材提供への満足度は高い。 

 

 成果 1 に関して、既にパイロット対象地域の 6 WDCでは数多くのグッドプラクティスが発現
しており、下記の事例がみられる。 

1) 新たな WDCの建設が村落部に予定されている。（Bichi） 

2)  2007 年に焼失した WDCへの機材が地方行政区（LGA）により新たに調達された。（Gwale）
3)  LGA が各ワード（サブ区: 全部で 10 サブ区）から女性各 2 名を選出し、WDC への参加
を交通費の面で支援している。（Dambatta） 

4) 参加者数の急増により WDCの拡張が予定されている。（Kumbotso） 

5) 女性開発オフィサー（WDO）が WDC コースの要望を聞くために家庭訪問をしている。
（Gaya） 

6) WDCの収入創出のため、養鶏を行っている。（Gezawa） 

 

 WDC校長や WDO、WDC講師は、プロジェクトによる WDCのマネージメントの改善、例え
ば、生徒の登録簿、出席簿、資機材管理簿等の各種記録簿を作成・管理するための研修への参
加に、大変満足している。 

 また WDCの活動に対するコミュニティ、夫や WDC非参加者の WDCに対する好意的な認識
も高まり、コミュニティリーダーや夫たちは女性に対して、WDCでの活動に参加することを奨
励する動きが出てきている。同時に WDC が学びの場、スキルアップの場として理解され、参
加者や参加希望者が急増している。この結果、いくつかの LGAでは WDCの新設や拡張、活動
予算の増加を実施ないしは計画している。 

 

 成果 2 に関して、ガイドラインドラフト第 1 章が 2008 年 10 月に全国レベルで開催されたガ
イドラインフォーラムにて発表された。2009 年 11 月に全編完成の予定である。 

 



 

 成果 3 に関して、プロジェクトチームメンバー（NCWD とカノ州 SMWA 職員で構成）の能
力強化は順調に推移しているものの、その能力には個人差がみられるのが現状である。 

 

４－３ 効率性 

 本プロジェクトの効率性は高い。 

 本プロジェクトへの人的投入は長期専門家 1 名、短期専門家 7 名と比較的小規模であり、機
材の投入数やコストも他の案件に比して相対的に小さい。しかし、開始後 2 年未満にもかかわ
らず、本プロジェクトでは既に多くのグッドプラクティスが発現するなど、期待以上の成果を
生み出しており、その効果は WDCだけでなくコミュニティ全体にも波及している。 

 ナイジェリア側、日本側からの投入はともにほぼ計画どおりに進捗し、両者の努力により、
成果の達成に成功裡に結びついている。投入はコミュニティへの好影響のみならず、WDC参加
者の夫が WDCの重要性をより一層認識する結果となっている。 

 長期専門家と短期専門家による技術移転は、日々の指導や計画策定、プロジェクトの実施を
通じて行われているが、その手法も C/P の自信の向上につながる結果となっており、技術移転
の方法は適切に行われている、と判断される。 

 その反面、特に中央レベルの C/P機関である NCWDの予算確保が困難な状況にあり、プロジ
ェクトの進捗あるいは成果達成への阻害要因となる可能性がある。ナイジェリア側により、C/P

ファンドが早急に確保されることが望ましい。 

 

４－４ インパクト 

 プロジェクト実施のインパクトは非常に良好であり、現在までの努力が今後も継続され、外
部条件が整うならば、プロジェクト目標は達成される見込みが大きい。 

 WDCの活性化により、LGAあるはコミュニティや夫の、WDCに対する学びの場や収入創出
へつながる場としての理解や認識が高まっている。例えば、夫が妻の WDC コース出席に対し
必要な交通費や諸経費を負担するという事例、LGA のコミュニティ開発局長（HOD）が WDC

を視察訪問する機会が増える、WDCに手当する予算を増やすなど、肯定的な変化が数多くみら
れる。LGA によっては、参加希望者の増大に対応し、より多くの女性に WDC 活動への参加機
会を増やすため、WDCの新設・拡張を実施・計画している例もある。 

 

４－５ 自立発展性 

 ガイドラインに基づき、WDCが活性化され、活動の継続を担保する予算・人員の確保がなさ
れる限り、自立発展性は期待できると予想される。その反面、今後のスムーズなプロジェクト
実施とオーナーシップの確保のためには、ナイジェリア側が必要な予算を準備することが重要
である。 

 NCWD及び SMWAのプロジェクトチームメンバー、WDOや WDCスタッフは、さまざまな
調査、モニタリング活動、長期専門家や短期専門家からの日々の指導、日本での研修やナイジ
ェリア国内での訓練等により、個々の力量にばらつきはあるものの、スキルや知識の向上を成
し遂げてきている。その一方で、計画策定・管理、時間管理、プロジェクト進捗監理や評価、
また文書作成や発表などの能力に関しては、プロジェクト終了時までに更なる強化が必要であ
る。 

 



 

５．結 論 

 2008 年 10 月までの成果達成の状況、また評価 5 項目を基にした分析の結果から、プロジェ
クトは非常に成功裡に進捗しており、このまま外部条件に大きな変更がなければ、終了時まで
にプロジェクト目標とすべての成果の達成が可能である、と予測される。これは、ナイジェリ
ア側プロジェクトチーム及び日本人専門家、双方の努力が結実しているといえる。 

６．提 言 

 以上の結果を踏まえ、調査団は以下の提言を行った。詳細内容については第 5 章で触れる。 
 （1）プロジェクトメンバーの更なる能力強化の必要性 
 （2）プロジェクトメンバーが主導する活動の拡大 
 （3）プロジェクト活動への地方行政省、地方行政区の参加促進 
 （4）ローカルコスト問題の改善 
 （5）女性のニーズを把握する仕組みづくりの重要性 
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第１章 中間評価の概要 

 

１－１ 中間評価調査団派遣の経緯と目的 

 ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリア」と記す）では、1 日 1 ドル以下で生活する貧

困ライン以下の人口率が約 70％と非常に高く、貧富の格差も大きい。また、他のアフリカ諸国と

比較して、特に成人識字率や推定所得などのジェンダー格差が目立っている。 

 このような状況に対し、ナイジェリア政府は連邦女性社会開発省（FMWA）の設立、国家ジェ

ンダー政策の策定など、マクロレベルでのジェンダー平等推進のための基本的な政策・制度的枠

組みを整備している。しかし、政治・経済の意思決定に参画できるのは少数のエリート女性に限

られ、コミュニティレベルでの圧倒的多数の貧困層女性との二極化が顕著になっている。コミュ

ニティレベルでは、一般的に男性が世帯収入の用途を決定し、保健や教育などの女性や子供のニ

ーズが優先されていない。女性が世帯のために収入を増やし、かつ収入を生活向上に利用するた

めには、収入を得るためのスキル取得だけではなく、女性が経済活動に携わることへの男性/コミ

ュニティの理解や、女性の移動可能性の拡大（移動手段や移動時の安全の確保など）、社会的ネッ

トワークの構築など、女性がもつ潜在能力を引き出すことを可能にさせる平等な社会環境づくり

と女性自身が自身の置かれた状況に気づき、問題を自覚し、自らの生活の調整と改善を図る力を

つけることが必要となる。 

 女性開発センター（Women Development Centre:WDC）は、女性対象の識字・職業訓練の場とし

て 1980 年代後半から全国に設置され、草の根レベルの女性の生活向上に貢献してきた。FMWAの

付属機関である国立女性開発センター（National Centre for Women Development:NCWD）は 90 年

代初めに全国の WDC の本部として設置された。現在はジェンダーに関する調査・研究・研修を

担う機関として、全国の WDCの現状調査や女性の職業訓練を実施している。NCWDによる WDC

の全国調査を通じて、WDC は貧困女性の生活向上に貢献し得るものの、その多くは適切に運営

されておらず、資金不足もあり WDC利用者のニーズを十分に満たしていないことが確認された。 

 このような背景の下、WDC が貧困層女性の生活向上に貢献する学びとエンパワーメントの場

として、持続的に活用されるための適切な運営モデルを確立するため、ナイジェリア政府により

本プロジェクトが要請され、2007 年 1 月より 3 年間を協力期間として本プロジェクトが開始され

た。 

 

 2008 年度はプロジェクトの中間時点であるため、以下のように中間評価調査を行った。 

（1）これまで実施した協力活動について、討議議事録（R/D）、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）及び活動計画（PO）に基づき、投入実績、活動実績、計画達成度を確認す

る。 

（2） 計画達成度を踏まえ、ナイジェリア関係者とともに評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点、またジェンダー主流化の視点からプロジェクトの評価を

行う。 

（3）以上の評価結果に基づき、プロジェクトの課題及び今後の活動計画、展開の方向性につい

て、ナイジェリア関係者と協議し、教訓を引き出すとともに必要な提言を行う。 

（4）現在の PDMを検証、ナイジェリア側とも協議し、修正版 PDMを作成する。 

（5）調査結果を Joint Coordinating Committee（JCC）にて関係者に報告し、課題や改善策につい
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て協議後、合意事項をミニッツ（M/M）に取りまとめ、ナイジェリア側との署名により確認

する。  

 

１－２ 評価者の構成 

（1）日本側調査団員 

担当分野 氏 名 所属先・役職名 派遣日程 

団長・総括 

 

武藤 亜子 JICA 公共政策部 ジェンダー平等推

進課 課長 

11 月 19 日～29 日 

協力企画/ 

ジェンダー 

上田 めぐみ JICA 公共政策部 ジェンダー平等推

進課 ジュニア専門員 

11 月 16 日～29 日 

評価分析 河原 里恵 （株）アールクエスト 11 月 9 日～29 日 

 

（2）その他現地関係者 

ナイジェリア側プロジェクト関係者 

・国立女性開発センター（NCWD）メンバー 

・カノ州女性社会開発省（SMWA）メンバー 

プロジェクト長期専門家 

 

１－３ 調査日程 

日順 月日 曜日 内 容 

1 11 月 10 日 月 
評価分析団員 アブジャ着（5:30） 

JICA事務所、NCWD、長期専門家と打合せ 

2 11 月 11 日 火 
カノへ出発（8:00） 

カノ州 SMWAにて打合せ（13:30） 

3 11 月 12 日 水 ビチ WDC/LGAにて調査 

4 11 月 13 日 木 ガヤ WDC/LGAにて調査 

5 11 月 14 日 金 ゲザワ WDC/LGAにて調査 

6 11 月 15 日 土 資料整理 

7 11 月 16 日 日 資料整理 

8 11 月 17 日 月 
グワレ WDC/LGA調査 

協力企画/ジェンダー団員 カノ着（22:45） 

9 11 月 18 日 火 カノ州関係者で PCMワークショップ 

10 11 月 19 日 水 
ダンバッタ WDC/LGAにて調査 

カノ州地方行政省表敬 

11 11 月 20 日 木 
クンボッツォ WDC/LGAにて調査 

総括/団長 カノ着（22:45） 

12 11 月 21 日 金 

カノ州 SMWA表敬 

ビチ WDC、クンボッツォ WDC訪問 

カノ州政府表敬 
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13 11 月 22 日 土 
グワレ WDC 訪問 

アブジャへ移動 

14 11 月 23 日 日 資料整理 

15 11 月 24 日 月 
JICA事務所（9:00）、NCWD訪問 

FMWA表敬 

16 11 月 25 日 火 
NCWDプロジェクトメンバーと PCMワークショップ 

PDM改訂作業、ミニッツ準備 

17 11 月 26 日 水 第 4 回 JCC、ミニッツ署名 

18 11 月 27 日 木 
日本大使館報告（11:00）、NPC報告（13:30） 

ドナー会合（16:30）、JICA事務所報告 

19 11 月 28 日 金 アブジャ発（8:00） 

20 11 月 29 日 土 成田着（16:00） 

 

１－４ 主要面談者 

(1) 国立女性開発センター（NCWD） 

Dr. Aisha Usman Mahmood, Director General/Project Director 

Mr. Mallam Sadeeq Omar, Project Manager/Director, Planning and Research  

Mr. Woyengikuro Turner George, Project Coordinator/Principal Administrative Officer  

Mr. Azubike Ogu, Research Officer 

 

(2) 連邦女性社会開発省（FMWA） 

Ms. Grace Ekpiwhre, Acting-Minister 

Mr. Y.N. Giwa, Permanent Secretary 

Mr. Sukalgo, Director, Rehabilitation Dept. 

 

(3) 国家計画委員会（NPC） 

Mr. George C. Nwalupue, Director, Bilateral Economic Cooperation Dept. 

Mr. Nwozuzu Samuel, Assistant Chief, Planning Officer 

 

(4) カノ州女性社会開発省 (SMWA) 

Ms. Maimuna Khalil, Commissioner 

Ms. Aishatu Atiku, Director of Department of Women Affairs 

Mr. Aminu Sa’ad Kuwara, Deputy Director of Department of Women Affairs 

Ms. Maimuna Sani, Desk Officer, Women in Development Unit, Department of Women Affairs 

Ms. Umma Muhammad, Assistant Desk Officer, Department of Women Affairs 

 

(5) カノ州政府 

Mr. Tijjiani Gwazo（副知事） 
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(6) カノ州地方行政省 

Mr. Abdumalik Yakub, Permanent Secretary 

 

(7) 地方行政区（LGA）/女性開発センター（WDC） 

< Bichi > 

Mr. Salijh Tijjani, Head of Community Development Department, LGA 

Ms. Zaibnab Ahmad, Women Development Officer, LGA 

Ms. Aishatu Abubakar, Head, WDC 

 

< Gaya > 

Ms. Hafsa Abdullahi Suleiman, Women Development Officer, LGA 

Ms. Sabuwa Baffa, Head, WDC 

 

< Gezawa > 

Mr. Musa Usman Hari, Assistant Deputy, Community Development Department, LGA 

Ms. Maijidda Backy, Women Development Officer, LGA 

Ms. Magajiya Bashir, Head, WDC 

 

< Gwale > 

Mr. Abbas, Chair, LG Council 

Ms. Khaji Iman Abudulla, Women Development Officer, LGA 

Ms. Hajara Ali Kiru, Head, WDC 

 

<Dambatta > 

Mr. Ado Ali Fagwalawa, Secretary 

Mr. Abdullaaziz Namam, Assistant Head, Community Development Department 

Ms. Fatima Usman, Women Development Officer, LGA 

Ms. Aisha Sobo Idris, Head, WDC 

 

< Kumbotso > 

Mr. Ubale Yari, Head of Social Development Department 

Ms. Hadiza Jafar Aliya, Head, WDC  

 

(8) 他ドナー機関 

Ms. Johanna Schalkwyk, Consultant, CIDA 

Ms. Esther Eghobamien, Gender Equality Advisor, CIDA 

Mr. Rob Shooter, Senior Programme Coordinator, Human Development, DFID 

Mr. Obinna Idika, Research/monitoring & Evaluation Advisor, USAID 
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(9) 在ナイジェリア日本国大使館 

植澤 利次 大使 

渡辺 信人 一等書記官 

 

(10) JICAナイジェリア事務所 

美馬 巨人 所長 

甲斐田 きよみ 長期専門家  

 

１－５ 評価項目・評価方法 

１－５－１ 評価項目 

 JICA 事業評価ガイドライン（2004 年）に準じた、評価 5 項目とそれらの主な視点は下記の

とおりである。特に中間評価では「妥当性」、「効率性」の状況を現状に基づいて検証し、その

阻害要因、貢献要因も併せて分析した。 

 

評価 5 項目 主な視点 

妥当性 

 

必要性、優先度、手段の妥当性の観点から、プロジェクト実施の正
当性・必要性を評価する。 

①必要性（ターゲットグループのニーズとの整合性） 

②優先度（ナイジェリアの開発政策・我が国の援助計画との整合性）
③手段としての妥当性（適用方法の妥当性、ターゲットグループ選
定の適切性、等） 

有効性（予測） 

 

プロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評価す
る。 

効率性 

 

投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施
の効率性を評価する。 

インパクト（予測） 上位目標の達成の見込み、その他の波及効果を評価する。 

 

自立発展性（見込み） 政策・制度面、組織・財政面、技術面等の観点から、総合的な自立
発展性の可能性を評価する。 

 

 これらの調査の結果は評価グリッド（英語版）でも整理を行った。評価グリッドとは、評価

調査をどのように実施するのが適切かを考え、整理するためのツールであり、また評価のデザ

インを協議するためのものである。〔評価グリッドでは実績･プロセスの検証、評価 5 項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）や指標をベースとする判断基準、必要なデ

ータ、情報源、データ収集方法、等を整理する。〕 

 

１－５－２ 評価方法 

 プロジェクトでの投入、活動、成果やプロジェクト目標の達成度並びに実施プロセスについ

て、主に下記の 4 種の情報を用い、調査を実施した。 

1） 文献調査（長期派遣専門家による進捗報告書、短期派遣専門家による報告書やモニタリ
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ング調査報告書等の記録、R/D、M/M、既存 PDM、PO などのプロジェクト文書のレビュ

ー） 

2） 聞き取り調査（長期派遣専門家、C/P、WDC職員等を対象） 

3） パイロットサイト（カノ州のパイロット対象地域の 6 つの WDC）への視察訪問、聞き

取り調査 

4） 会議や議論（JCCでの議論、発表、等） 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 

 

２－１ 実績と現状の総括 

 投入と活動はほぼ計画どおりに行われており、活動は中間評価調査の時点でほとんどが終了す

るなど、成功裡に進んでいる。 

 

２－２ 投入実績 

 投入の実績は下記のとおりである。今後の課題のひとつとして、国立女性開発センター

（NCWD）により、カウンターパート（C/P）ファンドが適切に投入されることがあげられる。 

 

２－２－１ ナイジェリア側 

（1）C/P配置（プロジェクトチーム） 

1） NCWD：延べ 15 名（2008 年 10 月現在、6 名） 

プロジェクトダイレクター     NCWDセンター長 

プロジェクトマネージャー     NCWD調査局長 

プロジェクトコーディネーター   NCWD調査局職員 

2） カノ州女性社会開発省（SMWA）：4 名 

プロジェクトデスクオフィサー   SMWA女性局職員 

 

（2）活動経費と機材・施設 

1）NCWD：2008 年の C/Pファンドは未承認である。 

2）カノ州 SMWA：2008 年度：340 万ナイラ 

 

（3）プロジェクト実施、管理・支援体制 

1）NCWD：実施機関 

2）SMWA：実施機関・6 パイロット WDCの監督・モニタリング機関 

  

（4）施 設 

NCWDにプロジェクト事務所、カノ州 SMWAにプロジェクトスペース有 

 

２－２－２ 日本側 

（1）長期専門家：1 名（ジェンダーと開発） 

（2）短期専門家：7 名（参加型社会開発、組織分析、組織運営強化 2 名、グッドプラクティ

ス調査・手法、研修計画・管理 2 名） 

（3）本邦研修：10 名（2 名：集団研修、8 名：国別研修） 

（4）ナイジェリア国内研修：延べ 614 名（13 回） 

（5）機材：計 1,145 万 5,051 ナイラ（627 万 1,051 ナイラ＋518 万 4,000 ナイラ）= 1,059 万

1,051 日本円相当 

（6）現地活動費：2007 年：2,182 万 78 ナイラ、2008 年：2,182 万 3,106 ナイラ（計 4,364

万 3,184 ナイラ = 約 3,737 万円） 

（交換レート：1 米ドル=119.25 ナイラ、1 円=1.20 ナイラ、2008 年 11 月） 
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２－３ 活動実績 

 すべての活動は下記のとおり、おおむね計画どおりに実施されている。現在の段階ではこれら

の活動は、成果の達成に十分に貢献するものと予測される。 

 

２－３－１ 調 達 

・NCWDのオフィス機器、プロジェクト事務所の機材（PC、プリンター、プロジェクター、

コピー機、ビデオ、車両）（2008 年 5 月） 

・女性開発センター（WDC）コースのための運用機材（ミシン、機械編み機、製粉機、等）

（2007 年 9 月） 

・管理用機材（キャビネット、ファイリング用ケース、文具、等）（2008 年 1～2 月）   

 

２－３－２ 研 修 

内 容 時 期 場 所 対 象 人 数 

マネージメント研修 2007年7～8月
（2 回）、2008
年 1～3 月 

カノ コミュニティ開発局
長（HOD）、女性開発
オフィサー（WDO）、
SMWA、WDC校長 

30 名 

国別研修 2007 年 9 月 日本 NCWD 4 名 

国別研修 2008 年 7 月 日本 NCWD、SMWA 各 2 名、計 4 名 

集団研修 2008 年 8 月 日本 NCWD、SMWA 各 1 名、計 2 名 

基礎 PC/IT研修 2007 年 11～12
月 

アブジャ NCWD 8名、SMWA 6
名 

14 名 

調査手法研修 2008 年 1 月 カノ NCWD、SMWA 14 名 

スキルアップ研修（食
品加工） 

2008 年 2 月 カノ WDC講師 35 名 

スキルアップ研修（ミ
シン、刺繍、編み機） 

2007 年 7 月 カノ WDC講師 30 名 

ビジネスマネージメ
ント研修 

2008 年 8 月 カノ SMWA、HOD、WDO、
WDC校長 

30 名 

メンテナンス研修（ミ
シン、編み機） 

2008 年 7 月 カノ 講師、参加者 213 名 

PC研修（Ward、Excel、
PowerPoint） 

2008 年 9 月 アブジャ NCWD  5 名 

 

２－３－３ 調 査 

内 容 時 期 備 考 

ベースライン調査  2007 年 2 月 短期専門家（組織分析、社会調査）が支援 

モニタリング調査 2007 年 8 月 
2008 年 4 月 

長期専門家によるモニタリング調査結果報告書作
成、プレゼンテーション（3 回：2007 年 9 月、2008
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2008 年 10 月 年 4 月、2008 年 11 月） 

グッドプラクティ
ス収集  

2008 年 5～6 月 短期専門家（グッドプラクティス調査）が支援 

 

２－３－４ ワークショップ、スタディーツアー、その他 

内 容 時 期 内 容 時 期 

アクションプラン策定ワー
クショップ（2008 年度） 

2008 年 1 月 第 3 回 JCC 2008 年 5 月 

スタディーツアー 

（Zamfara州 WDC） 

2008 年 2 月 ニュースレター作成 HP、プ
ロジェクトカレンダー･ポ
スター作成、パンフレット
作成 

 

ラジオ放送による意識化促
進 

2007 年 2～4 月 運営指導調査団 2008 年 2 月 

卒業生支援ワークショップ 2008 年 4 月 カノ州地方行政区（LGA）
リーダーへのアドボカシー 

2008年 8～9月 

機材に関する調査 2008 年 6～7 月 スタディーツアー（服飾学
校、女性協同組合） 

2008 年 8 月 

PDM改訂（第 2 回 JCCで承
認） 

2007 年 12 月 第 1 回ガイドラインフォー
ラム 

2008 年 10 月 

第 1 回 JCC 2007 年 5 月 中間評価ワークショップ 2008 年 8 月 

第 2 回 JCC 2007 年 12 月   

 

２－４ 成果の達成状況 

 活動は順調に進捗している。すべての成果達成の見込みは高い一方、WDC への機材の提供や

卒業生支援など、自立性確保を促すための LGAによる活動の継続が必要である。  

 下記は中間評価調査時の聞き取り調査、プロジェクトでの 3 度のモニタリング調査、専門家に

よる進捗報告書を基に分析を行った結果である。 

 

２－４－１ 成果 1 

1-1 WDCのサービスの質の向上の達成度 

 

1-1-1 WDC参加者が見た WDCのサービスの質への満足度 

3 度のモニタリング調査と聞き取り調査によれば、満足度は向上している。 

（1）WDCカリキュラム 

 現在、各 WDCは独自のコース計画とシラバスを採用している。WDC参加者のカリ

キュラムへの満足度は高いが、WDCからは統一カリキュラム開発の要望が出ている。 

（2）WDC講師 

 プロジェクトによるスキルアップ研修等を通じ、講師の能力は向上している。しか

し、WDC参加者の返答では、モニタリング調査と聞き取り調査では意見が分かれる。



- 10 - 

講師への満足度は第3回モニタリング調査では68～84％（100％ を完全満足度として）

となっている。一方、聞き取り調査では、講師の質は不十分あるいは講師人数の不足

を指摘する意見もあった。 

（3）施 設 

 満足度は 25～57％であった。 

（4）卒業生支援 

 2008 年 8 月にビジネス研修が実施され、回転資金方式による機材の提供が検討され

てきた。満足度は 26～49％となっている。 

（5）機 材 

 機材への満足度は高く、70～83％となっているが、他方、参加者の増加による機材

の不足が生じる可能性も懸念している。 

（6）製作用の資材 

 その多くは LGA からの予算、参加者からの持参品で調達されている。モニタリン

グ調査の結果では、その満足度は 3～30％から 55～72％へ上昇している。WDC から

LGA への材料調達の要望への対応は以前より早くなってきている。  

 

1-1-2 WDCでのサービスに対する女性のニーズ把握の改善 

 いくつかの WDC では、参加者の登録時に要望調査を行うなどアドホックベースでの

努力はなされているが、今後も体系的なニーズ把握の努力を講じる必要がある。 

 

1-2 コミュニティから WDCへの肯定的認識の向上の達成度 

 コミュニティ、参加者の夫、非 WDC参加者からの WDC活動への認識は高まっている。 

 

1-2-1 コミュニティ、参加者の夫、非参加者からの WDCの活動への認識 

 モニタリング調査によれば、それぞれ認識は下記のとおり高まっている。 

（1）夫：90～98％（100％を最高の満足度として）  

（2）コミュニティ：91～97％ 

（3）非 WDC参加者：81～93％ 

 聞き取り調査では 60％の返答者が夫からの認識、80％の返答者がコミュニティからの

認識の高まりを指摘した。 

 

1-2-2 WDCのサービスに対するコミュニティからのニーズ把握の改善 

 いくつかの WDCでは、WDOがコミュニティを巡回してニーズ調査を行うなど、アド

ホックベースでの活動はみられるが、今後はより体系的なニーズ把握の努力を講じる必

要がある。 

 

1-2-3 WDC参加者のエンパワーメントへの継続的な改善  

 中間評価段階では実質的な WDC での活動開始から 1 年間弱であり、判断は難しい。

2009 年 1 月～2 月に予定されているエンパワーメント調査の結果と今後の継続的なモニ

タリングにより、終了時評価での判断に委ねることになろう。 
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1-3 WDCのマネージメントの質の向上の達成度 

 モニタリング結果の比較より、マネージメントの質は向上しており、重要性への理解も

高まっていることが確認できる。また、年間計画、記録管理の改善がみられる。 

 

1-3-1 WDCのマネージメントの質の向上の達成度 

 WDC のマネージメントの重要性は認識されている。返答者は下記のような改善を指

摘した。  

（1）労働環境：63～100％ 

（2）管理記録・ファイリング：27～93％ 

（3）報告・フィードバック：0～71％ 

 

1-3-2 WDCのマネージメントの質の向上のための重要な要素の改善度  

 返答者からみた改善の度合い：  

（1）職員配置：54～85％ 

（2）予算：14～71％ 

（3）リーダーシップ：83～100％ 

（4）意思決定：45～82％  

 

 6 地区の WDC校長と WDOによれば、マネージメントのなかでも特に記録簿管理が大き

く改善し、以前に比べ WDCのスムーズな運営に貢献している。 

 

２－４－２ 成果 2  

 ガイドライン案の第 1 版草案は 2008 年 9 月に完成し、1 章が 2008 年 10 月のガイドライン

フォーラムで発表された。ガイドラインは 2009 年 11 月に完成予定である。 

 

２－４－３ 成果 3  

 プロジェクトチームメンバーの能力はプロジェクト実施やさまざまな研修機会、ワークシ

ョップの参加、日本人長期・短期専門家との日々の活動を通じて向上している。ただし、

個人差があるのが現状であり、更なる能力強化が必要である。 

 プロジェクトチームメンバーの自己評価（前者％）と日本人専門家による評価（後者％）

は下記のとおりであり、多少の差がみられる。 

（1）計画能力：77％、60％以下～85％  

（2）プロジェクト実施能力（フィールド調査含む）：83％、65～85％ 

（3）管理能力：75％、60％以下～85％ 

（4）報告書記述とプレゼンテーション能力：56％、60％以下～85％ 
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２－５ 技術移転状況 

 技術移転は 3 つのレベルにおいてさまざまな方法で実施されてきた。その主な内容は下記のと

おりである。 

1） NCWD：調査手法研修、IT/PC研修 

2） SMWA：マネージメント研修、スキルアップ研修 

3） WDC/LGA：マネージメント研修、スキルアップ研修 

 

 以上の研修内容や方法は、プロジェクトチームメンバーや LGA/WDC職員には高く評価されて

いる。 

 

２－６ プロジェクト実施体制 

 プロジェクトマネージメントの組織と体制は NCWD、SMWA と LGA/WDC の 3 レベルを連携、

調整する形で適切に実施されてきた。 

 プロジェクトチームメンバーは NCWD 6 名、SMWA 4 名、計 10 名が配置されており、その人

数はプロジェクトの実施には適切である。一方で、計画、プロジェクト実施、モニタリング ･評

価、特に文書作成やプレゼンテーション能力の点では更なる強化が必要である。 

 JCCは半年ごと、これまでに 3 回開催され、その目的であるマクロレベルのジェンダー平等の

情報やプロジェクト進捗のための情報共有の機能を適切に果たしている。また 3 ヵ月ごとの定例

ミーティングも適切に行われている。ミーティングの目的は長期専門家とプロジェクトメンバー

間のスケジュールと責任分担の確認である。これに加え、必要に応じ随時、専門家とメンバーの

間で打合せが行われている。 

 プロジェクトのモニタリング調査は活動の進捗を測るために半年ごとに既に 3 回実施され、利

害関係機関には情報共有とフィードバックが行われてきた。 
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第３章 評価結果 

 

３－１ 妥当性 

 本プロジェクトの妥当性は非常に高い。 

 プロジェクト内容は 2006 年に発表されたナイジェリアの国家ジェンダー政策に合致している。

この政策はナイジェリアの貧困削減へのアプローチとしてジェンダー主流化を謳っているもので

ある。また 2006 年に全国女性評議会が採択したコミュニケにおいて、全国の女性開発センター

（WDC）の活性化に関するガイドラインの作成が本プロジェクトのカウンターパート（C/P）機

関である国立女性開発センター（NCWD）のマンデートであることが明記されており、その点に

おいても NCWDを支援することは妥当性が高い。 

 また本プロジェクトは日本の ODA大綱での貧困削減への支援、並びに外務省・JICAの国別支

援の重点課題のうち、女性のエンパワーメントにも一致していることから妥当であると判断され

る。 

 カノ州がパイロット対象地域として選定された理由は、WDC 活性化への意欲があったこと、

ナイジェリア北部最大の商業地域として他地域への影響力が期待できることがあげられる。また、

カノ州経済強化開発戦略（Kano State Economic Empowerment and Development Strategy: K-SEEDS 

2005）において女性の生計向上のために女性の経済構造への参加促進をめざしており、州の方針

とも合致している。 

 

３－２ 有効性 

 本プロジェクトの有効性は高く、今後もその効果は増加するものと判断される。 

 プロジェクト目標は明確に設定されており、現在までの努力が今後も続く限り、ほとんどの成

果はプロジェクト終了時（2010 年 1 月）までに達成が可能である。モニタリング調査や聞き取り

調査において、参加者からの WDC のサービスの質、例えばカリキュラム、機材、生地や毛糸、

教材などの資材への満足度は高い。 

 

 成果 1 の達成状況に関して、既にパイロット対象地域の 6 WDC では数多くのグッドプラクテ

ィスが発現しており、下記の事例がみられる。 

1） 新たな WDCの建設が村落部に予定されている。（Bichi） 

2） 2007 年に焼失した WDCへの機材が地方行政区（LGA）により新たに調達された。（Gwale） 

3） LGAが各ワード（サブ区: 全部で 10 サブ区）から女性各 2 名を選出し、WDCへの交通費

を支援している。（Dambatta） 

4） 参加者数の急増により WDCの拡張が予定されている。（Kumbotso） 

5） 女性開発オフィサー（WDO）が WDCでの訓練コースの要望を聞くために家庭訪問をして

いる。（Gaya） 

6） WDCの収入創出のため、養鶏を行っている。(Gezawa) 

 WDC 校長や WDO、WDC 講師は、プロジェクトによる WDC のマネージメントの改善、例え

ば、生徒の登録簿、出席簿、機材管理簿等の各種記録簿を作成・管理するための研修への参加に、

大変満足している。 

 また、コミュニティ、夫、WDC非参加者の WDCに対する好意的な認識も高まり、コミュニテ
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ィリーダーや夫たちは女性に対して、WDCでの活動に参加することを奨励する動きが出ている。

同時に WDC が学びの場、スキルアップの場として理解され、参加者や参加希望者が急増してい

る。この結果、いくつかの LGAでは WDCの新設や拡張、活動予算の増加を実施ないしは計画し

ている。 

 成果 2 に関して、WDC 活性化のためのガイドラインは、第 1 章ドラフトが 2008 年 10 月に全

国レベルで開催されたガイドラインフォーラムにて発表された。2009 年 11 月に全編が完成の予

定である。 

 成果 3 に関して、プロジェクトチームメンバー（NCWD とカノ州 SMWA 職員で構成される）

の能力強化は順調に推移しているものの、その能力には個人差がみられるのが現状である。 

 

３－３ 効率性 

 本プロジェクトの効率性は高い。 

 本プロジェクトへの人的投入は長期専門家 1 名、短期専門家 7 名と比較的小規模であり、機材

の投入数やコストも他の案件に比して相対的に小さい。しかし、開始後 2 年未満にもかかわらず、

本プロジェクトでは既に多くのグッドプラクティスが発現するなど、期待以上の成果を生み出し

ており、その効果は WDCだけでなくコミュニティ全体にも波及している。 

 ナイジェリア側、日本側からの投入はともにほぼ計画どおりに進捗し、両者の努力により、成

果達成に結びついている。投入はコミュニティへの好影響のみならず、WDC参加者の夫が WDC

の重要性をより一層認識する結果となっている。 

 長期専門家と短期専門家による技術移転は日々の指導、計画策定やプロジェクトの実施を通じ

て行われているが、その手法も C/Pの自信の向上につながる結果となっており、技術移転の方法

は適切に行われている、と判断される。 

 その反面、特に中央レベルの C/P 機関である NCWD の予算確保が困難な状況にあり、プロジ

ェクトの進捗あるいは成果達成への阻害要因となる可能性がある。ナイジェリア側により、C/P

ファンドが早急に確保されることが望ましい。 

 

３－４ インパクト 

 プロジェクト実施のインパクトは非常に良好であり、現在までの努力が今後も継続され、外部

条件が整うならば、プロジェクト目標は達成される見込みが大きい。 

 WDCの活性化により、LGAあるいはコミュニティや夫の、WDCへの理解や認識が高まってい

る。例えば、夫が妻の WDCでの受講に必要な交通費や諸経費を負担するという事例、LGAのコ

ミュニティ開発局長（HOD）が WDC を視察訪問する機会が増える、WDC に手当する予算を増

やすなど、肯定的な変化が数多くみられる。LGAによっては、参加希望者の増大に対応し、より

多くの女性に WDC活動への参加機会を増やすため、WDCの新設・拡張を実施・計画している例

もある。 

 

３－５ 自立発展性 

 ガイドラインに基づき WDC が活性化され、活動の継続を担保する予算・人員の確保がなされ

る限り、自立発展性は期待できると予想される。その反面、今後のスムーズなプロジェクト実施

とオーナーシップの確保のためには、ナイジェリア側が必要な予算を準備することが重要である。 
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 NCWD 及び州女性社会開発省（SMWA）のプロジェクトチームメンバー、WDO や WDC スタ

ッフは、さまざまな調査、モニタリング活動、長期専門家や短期専門家からの指導、日本での研

修やナイジェリア国内での各種研修により、個々の力量にばらつきはあるものの、それぞれスキ

ルや知識の向上を成し遂げている。その一方で、計画策定・管理、時間管理、プロジェクト進捗

監理や評価、また文書作成や発表などの能力に関しては、プロジェクト終了時までに更なる強化

が必要である。 

 

３－６ 結 論 

 2008 年 10 月までの成果達成の状況、また評価 5 項目を基にした分析の結果から、プロジェク

トは非常に成功裡に進捗しており、このまま外部条件に大きな変更がなければ、終了時までにプ

ロジェクト目標とすべての成果の達成が可能である、と予測される。これは、ナイジェリア側プ

ロジェクトチーム及び日本人専門家、双方の努力が結実しているといえる。 
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第４章 ジェンダー主流化の観点からの評価 

 

 ジェンダー主流化（Gender Mainstreaming）は 1995 年、北京で開催された第 4 回世界女性会議

を契機に、政府や国際機関によって推進されるようになったアプローチである。1997 年の国連経

済社会理事会（ECOSOC）の決議では、ジェンダー主流化とは、「あらゆる分野のすべてのレベル

の政策（法律、政策、プログラム）の実施が、女性と男性に与える影響を評価する（assessing）

過程である」とされており、「女性と男性が平等に便益を受け、不平等が永続しないよう、政治、

経済、社会すべての分野における政策やプログラムを、計画・実施・モニタリング・評価すると

いう一連の側面に、女性及び男性の関心と経験を統合する戦略である」と定義されている。この

ようなジェンダー主流化への取り組みは、国連特別総会 2000 年女性会議で採択された政治宣言及

び成果文書で、更に明確に各国政府の公約として位置づけられている。 

 今回の調査では、5 項目評価に重点が置かれているが、本案件は上位目標を女性のエンパワー

メントと設定し、ジェンダーの視点に立った活動を実施していることから、試行的にジェンダー

主流化の観点からの評価も行った。調査内容に関しては田中由美子国際協力専門員の助言を受け、

①「政策の変化」、②「公務員の意識・態度の変化」、③「裨益者の意識・態度の変化」の 3 項目

に分類し、①②に関しては連邦レベル、州レベル、地方行政区（LGA）レベルの変化を、③に関

しては女性開発センター（WDC）参加者とその夫、コミュニティの人々の変化について観察した。

なお、本評価結果は、プロジェクト専門家からの資料、プロジェクトでのモニタリング調査、評

価団員による現地での情報収集に基づくものであるが、時間の制約もあり、現地での協議事項に

は含めなかった。したがって、以下の分析は必ずしもナイジェリア側の意向を反映したものでは

なく、あくまでも評価団による分析・考察であるが、今後の評価の際に参考となれば幸いである。 

 

４－１ 政策の変化 

（1）連邦レベル 

 ナイジェリアにおいては、ジェンダー平等が保障された 1999 年制定の新憲法に基づき、

2000 年には国家女性政策が、2006 年には国家ジェンダー政策が発表され、連邦レベルにおけ

るジェンダー平等推進の枠組みは整いつつあるといえる。1989 年に設立された全国女性委員

会が 1995 年に連邦女性・青年開発省に昇格し、2004 年には連邦女性社会開発省（FMWA）

に改編され、ナショナルマシーナリーとして機能している。また、州レベルにも女性社会開

発省（SMWA）が設置されているが、ナイジェリアは連邦共和制であり、州政府の独立が強

く、プロジェクト活動の現場である WDCは LGAが管轄しているため、連邦レベルの政策に

WDC 活性化に関する記述を取り入れるのは困難であり、政策上の変化を測るのは難しい。

ただ、2008 年の FMWA大臣によるプレスブリーフィングで WDC活性化について述べられる

など、プロジェクトの認識は進んでおり、全国ガイドラインフォーラムを開催したことで、

他州の SMWA・地方行政省にも WDC活性化への関心が生まれている。 

 

（2）州レベル 

 カノ州では 2005 年にカノ州経済強化開発戦略を策定し、前述(1)と同様の理由から WDC

活性化には直接触れていないものの、女性に焦点を当てた活動を推進している。2008 年の本

邦研修にカノ州 SMWA職員 2 名が参加したが、訪問した国立女性教育会館（NWEC）に感銘
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を受け、同様の機能をもつ州立多目的 WDC をカノ市に建設する計画を進めている。土地、

予算ともに既に確保済みとのことで、州レベルでの予算計画や運営方針に変化がみられてい

る。また、SMWA 長官が州内の全 WDC を視察し、対象地区 WDC の良いインパクトを確認

していることから、SMWAとして WDC活性化への役割を検討し直している。 

 

（3）LGAレベル 

 LGA レベルでは予算に関する変化、WDC への通学促進のためのシステムづくりが多くみ

られた。例えば、いくつかの LGAでは WDCへの予算が増額され、活動のための材料や備品

が以前よりも提供される、WDC の増設・拡張計画や卒業生支援の実施を検討していること

が確認できた。また、新しい取り組み事例として、ダンバッタ地区では 10 の小地区から区長

が女性を 2 名ずつ選び、WDC に通うための交通費を支給している。WDC 支援のみならず、

卒業生や女性協同組合への支援、近隣のユースセンター（若者向けの職業訓練校）への女性

の通学援助など、女性の活動に焦点を当てた予算配分や活動計画を作成するというポジティ

ブな変化を確認することができた。 

 

４－２ 公務員の態度・意識の変化 

（1）連邦レベル 

 カウンターパート（C/P）機関である国立女性開発センター（NCWD）のプロジェクトメン

バーに関して、プロジェクト開始前はジェンダー課題への知識がほとんどなかったが、カノ

での活動を通じて草の根レベルの女性に触れ、女性にとって、教育、クレジット、情報、移

動性が限られていること、性別役割分業など、ジェンダー不平等の現実について理解を深め

ることができた。また、国別研修に NCWDから 6 名が参加したことで、職務意識やコミット

メントが増大した。 

 

（2）州レベル 

 カノ州 SMWA職員は WDCを監督する立場でありながら、プロジェクト実施前は WDCを

訪問する機会がなく、WDC の現状や活動、運営の問題点について理解や職務意識が低かっ

た。しかしプロジェクト活動を通じて WDC スタッフとのネットワークができ、活動に協力

的に取り組むようになっている。また、パイロットサイトでのマネージメント研修を対象外

WDCでも導入することを検討している。専門家の随行なしで自主的に WDCを巡回すること

はまだできていないが、先述のとおり、国別研修参加を通じて州立 WDC 建設計画をもつな

ど、積極的にアイディアを出し、実現するための働きかけができるようになったのは前向き

な変化である。 

 

（3）LGAレベル 

 LGAレベルでの関係者の態度・意識の変化が最も大きいという印象をもった。まずコミュ

ニティ開発局長（HOD）が WDC活動に興味をもつようになり、定期的に WDCを訪問する、

WDCの毎月の会議に参加する、また、WDC活動の重要性について地方行政区長を説得する

ようになり、結果的に予算の増大、コミュニティの男性からの認識向上につながっている。

今回、調査団が WDC を訪問した際も各地区でセレモニーが行われ、地方行政区長や HOD、
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宗教リーダーが WDC に理解を示し、催しにも積極的に参加している様子を確認することが

できた。 

 次に、女性開発オフィサー（WDO）は LGAに所属し、WDCに指導を行う役割を担ってい

るが、これまでは業務にコミットしても LGAが WDC運営に興味がないために評価が得られ

ず、意欲が低下していた。しかし、プロジェクトが軌道に乗ると地方行政区長を WDC に招

き、活動の成果を見せることで WDC に関心をもたせ、LGA に対して教室拡張を依頼する、

コミュニティの富裕層を訪問し、WDC への寄付を募るなど、職務への意欲が増し、積極的

な働きかけをするようになった。このような活動が上層部を動かし、LGA では今後、WDO

や校長を予算計画時のメンバーにすることも検討している。また、プロジェクト開始当初、

WDO は本邦研修の対象者とは見なしていなかったが、現場レベルでの予想以上の成果に、

2009 年度は WDOを研修員として派遣することをプロジェクトが決定したことは、彼女たち

のポジティブな変化を表している。 

 また、WDC 講師についても意欲の向上がみられている。スキルアップ研修やスタディー

ツアーを通じて、自身の技術を高めたいとうい気持ちが生まれ、WDC 活動改善のためのア

イディアを発信するようになった。また、プロジェクトによって実施されるワークショップ

によって、人前で発言することに自信をもつようになっている。習得した技術を WDC に通

っていない女性たちにも伝え、地域に貢献しているという誇りをもったという感想も聞かれ、

意識が大きく変化していることが分かる。 

 

４－３ 裨益者の態度・意識の変化 

（1）WDC参加者 

 以前は漫然と WDC に通っていたが、プロジェクトが活発になるにつれ、技術の習得や他

者との交流から、将来は小規模ビジネスを興したい、女性協同組合を結成したいなど、未来

のビジョンをもてるようになった。経済的に自立すれば家計を助けることができ、夫に依存

しなくてもよいことを学び、自信をもつなど、エンパワーの兆しがみえる。 

 また、プロジェクトが実施した啓発活動のなかで WDCに通うことの利点を発表するため、

自主的に芝居を準備・上演し好評を博した。アイディアを出す、意見を述べる、表現するこ

とに物怖じせず積極的に取り組むようになったのは大きな変化である。 

 ただ、宗教的背景もあり、女性が男性に従属的な立場であることに対する意識変化は乏し

く、WDC での学びが家庭に貢献するという認識にとどまる。男性と女性の関係性について

構造的な変化をもたらすには時間がかかることも事実である。 

 

（2）WDC参加者の夫 

 妻が WDC で習得した技術を活用して現金収入を得たり、家庭内のマネージメントをより

よくこなすのを見て夫は感謝するようになり、妻が継続して WDC に通うことを経済的にサ

ポートしている（交通費、ミシン購入、材料購入など）。以前に比べ、彼らは WDCに対して

より好意的な認識をもち、女性の教育や経済的自立に理解を示し、他の男性にも妻を WDC

に通学させることを勧めるようになっている。WDCの拡張を LGAに直談判する男性もいた

との回答もあった。また、夫婦間のいさかいが減ったという報告もあり、男性にとっても

WDC活性化は良い変化をもたらしている。 
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（3）コミュニティの人々 

 WDC 参加者のポジティブな変化を見ており、コミュニティ全体で女性の教育や社会経済

活動への理解が進んでいる様子が感じられた。特に、LGA のみならず、LGA を更に細分し

た小地区の長といった地域リーダー、宗教リーダーを巻き込んだ変化が著しい。WDC に通

っていない女性は参加者のようになりたいと思い、その夫も妻を WDC に通わせたいと思う

ことから、入学者が急増しており、スペースの制約から人数制限を設けざるを得ない WDC

もある。前述のとおり、社会的なジェンダー構造の変革には至らないが、その素地が形成さ

れる芽は育っているといえる。 

 

４－４ ジェンダー主流化推進に果たす本プロジェクトの役割と今後の課題 

 連邦レベル、州レベル、LGA レベルともに何らかの変化がみられ、特に LGA レベルの変化は

予想以上に大きく、ポジティブであった。前述のとおり、ナイジェリアは連邦制であり、州や地

方政府の独立性が強いため、何らかの政策を推進しようとしてもトップダウンで実施することは

非常に難しい。ジェンダー政策に関しては地域ごとの宗教的背景や意識の違いもあり、より挑戦

的な課題であると思料される。しかし、本プロジェクトにおいては、対象地区の WDC が活性化

するにつれて WDC参加女性が他の女性よりもエンパワーされている事実、WDCが地域に必要で

あるという認識が夫、コミュニティ、ひいては LGA にも広がり、SMWA の WDC へのコミット

メントの変化、FMWA の WDC への関心拡大に結びついている。この「WDC 参加者の変化」→

「夫・コミュニティの変化」→「LGA の変化」→「州の変化」→「FMWA の認識向上」という

図式は、「現場からのジェンダー主流化」の萌芽が育っていることを示している。 

 一般的にジェンダー主流化推進は中央レベルが中心となって行う例が多いが、本プロジェクト

は草の根レベルのムーブメントが地方政府、さらに上層機関を動かしたボトムアップの成功事例

として、類似案件への教訓となると考えられる。 

 その一方で、今後、このような WDC活性化の動きを連邦レベルでのジェンダー主流化政策に、

だれが、どのようにつなげていくのかが課題としてあげられる。NCWDがイニシアティブを取り、

将来、WDC 活性化を国家ジェンダー政策内に位置づける、もしくは全国女性評議会の決議事項

としてコミュニケに盛り込むことで上位政策とすることが理想ではあるが、現段階ではまだ方向

性は固まっていない。FMWAがジェンダー主流化のために今後どのように WDCを活用したいの

かという意向の確認、NCWDのマンデートの明確化が求められるだろう。 
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第５章 PDMの修正と今後の活動への提言 

 

５－１ PDM修正 

５－１－１ 変更点 

� 上位目標、プロジェクト目標なども大きな変更はない。 

� 実態上、既に活動している、もしくは計画中のもので、プロジェクト目標の達成に必要

なものを明記し、不要となったものを削除した。 

変更点 変更後 

成果１ 

対象地域においてパフォーマンスのよい
WDC のグッドプラクティスが生み出され
る。パフォーマンスは、①WDCの質の向上、
②WDC への肯定的認識の向上、③WDC の
マネージメントの質の向上の 3 点で定義さ
れる。 

成果１ 

「WDCが活性化される」 

成果 1-1 に対する活動 
1-1-3 Develop the action plan to run WDCs 

based on the result of baseline survey 1-2, 2-1 
and 3-1 and the previous year’s result 

PDM上は残すが、アクションプランワークシ
ョップの 2009 年度会合を POから削除。 

成果 1-2 に対する活動 
1-2-2 Organize and conduct the advocacy to 

raise awareness on gender issues and public 

relations on WDCs in the selected LGAs 

「Advocacy」と「Sensitization」を分けて活動
に記入。 

1-2-2 Conduct the advocacy to policy makers in 

the pilot sites to raise awareness on WDC 

activation 

 

1-2-3 Sensitize people in the pilot sites to raise 

awareness on gender issues and WDC activation 

 

エンパワーメント調査を活動に加える。 

1-2-6 Conduct a qualitative survey about the 

impacts on women’s empowerment by WDCs 

activities 

成果 2 に対する活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3 Organize the workshop to develop the 

WDC guideline with all stakeholders in the 

project sites 

・各州へのアドボカシーを活動に追加。 

2-3 Conduct the advocacy to other states to raise 

their awareness on WDC activation and to involve 

them into the WDC guideline forum 

 

・他州のグッドプラクティス収集を活動に加
える。  

2-5 Collect good practices from other states and 

reflect them into the draft guideline 

 

・活動 2-3 を削除 



- 21 - 

５－１－２ プロジェクト目標の「Guiding Framework」の定義を共有 

 2007 年 12 月の JCCにて改訂された PDMのプロジェクト目標内で示す「Guiding Framework」

について、プロジェクトメンバーの認識を共有した。 

 

Guiding Frameworkの定義： 

 「ガイドライン（指針）に基づいて、WDCが活性化され、その活性化を継続できる人材と

予算が配置されることで WDCが恒常的に活性化するという枠組み」 

 “the `guiding framework` is not limited to the guideline as a product delivered from the Project 

Outputs, but encompasses a state with adequate capacity of personnel and budget of concerned 

authorities in order to realize activation of WDC in their respective state.” 

注：プロジェクトでは州の人材と予算の措置をコントロールできないため「Guiding」とした。

Guidingの意味合いは「あるべき姿を提案する」。 

 

５－２ 今後の活動への提言 

（1）プロジェクトメンバーの更なる能力強化の必要性 

 プロジェクトメンバーである、国立女性開発センター（NCWD）とカノ州女性社会開発省

（SMWA）の職員は活動を通じて、調査の技術・能力の向上がみられている。しかしながら、

NCWD は今後、女性開発センター（WDC）運営に関するガイドラインを作成し、他州への

普及活動を視野に入れていることから、調査のみならず、メンバーの計画・マネージメント

能力、文書作成やプレゼンテーション能力の向上も必須である。また、SMWAは WDC活性

化のための現地活動を担っており、地方行政省や地方行政区（LGA）、WDCとの調整能力や

リーダーシップも必要である。自立発展性の視点からも、プロジェクト後半の活動は係る能

力強化に重点を置いた活動が望まれる。 

 

（2）プロジェクトメンバーが主導する活動の拡大 

 長期専門家の強いリーダーシップによって、プロジェクトが計画どおり実施され、予想以

上の成果を生み出している事実は高く評価できるものの、プロジェクトメンバーが長期専門

家に依存してしまい、自主的な活動ができていない場合があるように見受けられる。長期専

門家の適切な技術指導によってメンバーの能力やモチベーションは向上していると思われる

ことから、今後は 6 ヵ月ごとに行われるモニタリング調査・分析作業をメンバーのみで実施

するなど、段階的な活動のハンドオーバーが自立発展性を担保すると思料する。 

 

（3）プロジェクト活動への地方行政省、LGAの参加促進 

 カノ州の地方行政省、LGA はプロジェクトのカウンターパート（C/P）ではないが、JCC

会合のオブザーバーとして承認されている。今回の評価調査において両機関の WDC 活性化

への認識の向上、予算確保への前向きな取り組みが確認されており、今後のプロジェクト展

開への鍵を握っていることから、プロジェクトへの更なる関与が望まれる。 

 

（4）ローカルコスト問題の改善 

 プロジェクトメンバーのカノ州出張時の日当・交通費が NCWD より適切に支払われてい
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ない、という問題は以前から指摘されており、前回の JCC 会合において M/M に盛り込まれ

たものの、状況に変化がない。迅速な解決が求められる。 

 

（5）女性のニーズを把握する仕組みづくりの重要性 

 プロジェクトは WDC を活性化することで女性のエンパワーメントをめざしている。現在

は裁縫や編み物、食品加工等の技術を習得することで、小規模ビジネスの開始や女性協同組

合の結成を推奨し、経済的エンパワーメントを主眼に置いた活動を展開しているが、中長期

的に考えると、同じ技術をもった女性の地域での増加は競争を生み出す可能性があり、必ず

しも経済的な恩恵をもたらさない。将来、女性のニーズは多様化することが予測されるため、

それらを適切に把握して WDC活動に反映できるような仕組みづくりが重要になるだろう。 
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第６章 団長所感 

 

 ナイジェリアは連邦制で、州の自治が強い。本プロジェクトの直接のカウンターパート機関は

国立女性開発センター（NCWD）であるが、プロジェクトの活動現場はカノ州女性社会開発省

（SMWA）傘下の女性開発センター（WDC）である（R/Dは NCWDと署名し、カノ州 SMWA事

務次官が Witness として署名）。連邦と州の力関係を注視しつつ、それぞれの立場を尊重しつつ、

協力の枠組みや活動内容を検討すべきであることは、本件に限ったことではないであろう。 

 今回の中間評価で感じたのは、本プロジェクトが高い成果を出していること。これに伴い、地

方行政区（LGA）の本プロジェクトへの期待が高まり、LGAのかかわりが増えつつあること。そ

れに比して NCWDの実施体制が未だ脆弱であることである。 

 LGAのかかわりに関しては、調査結果でも触れているように、多くの事例を確認できた。各種

コースの受講希望者が増加して既存の建物が手狭になったため、LGAの予算で増築に係る用地が

取得され、増築分の建設が進んでいる、午前と午後の 2 度に分けてクラスを実施している、選挙

時に焼き討ちにあったセンターの施設が 1 年以内に修復され、焼失した機材も補填され、追加の

設備も設置されている、等である。 

 今回、 6センターのうち3ヵ所を訪問したが、すべて LGAの長による歓迎セレモニーが開かれ、

1ヵ所ではイマーム（宗教指導者）によるスピーチも行われた。女性のみならず、地域住民にセン

ターの活動が受け入れられているという印象をもった。このような LGAのかかわりにより、WDC

がますます活性化し、活性化したことを受けて更にカノ LGA のかかわりが増える、という良い

循環が生まれているように見受けられた。 

 本プロジェクトの目標は、現場での良い成果をベースとした WDC 活性化ガイドラインを作成

し、WDC でガイドラインが機能する枠組み（人員、予算）が整う見通しが立つことである。ガ

イドラインは既に第一ドラフトが出来上がっており、プロジェクト目標達成の見通しは明るいと

いえる。 

 しかし、NCWDのかかわりは、調査団滞在中には残念ながらあまり感じ取れなかったのが正直

なところである。センター職員によっても意識の差はあり、自発的にプロジェクト業務にかかわ

ろうとする職員もいるが、多くはプロジェクト専門家に依存しているという印象をぬぐえない。

無論、問題は職員の意識だけでなく、連邦が慢性的に予算不足に陥っていることもあげられる。

センターにおいても、職員がカノ州に出張する旅費すら支払いが滞るようで、職員の意欲が減退

するのもやむをえないと考えられる。 

 今後、ガイドライン取りまとめ、全国レベルへのガイドライン周知、アドボカシー等、連邦が

主体となるべき業務の比重が増えていく。専門家が 1 人でかかる作業をすべて行うことのないよ

う、注視が必要である。 

 本プロジェクトは 2010 年 1 月で終了予定であり、ナイジェリア政府からはフェーズ 2 の要請が

出されている。フェーズ 2 は、現行フェーズの成果をカノ州の他センター及び他州に展開するこ

とがねらいとなっている。展開は NCWD の職務であるが、現在の実施体制、職員の力量ではナ

イジェリア側のみで他州へ展開できるか心もとなく、その意味で支援の必要性は高いといえる。

カノ州でせっかく生まれている良い成果をカノ州のみにとどめるのでなく、連邦全体に展開する

見通しが立つところまで支援することが大切だと考えられる。 
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２．評価グリッド（和文）
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3 

(1
) 

 夫
：

 9
0-

98
%

 (1
00
％
を
最
高
の
満
足
度
と
し
て

) 
 

(2
) 

 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
：

91
-9

7%
 

(3
) 

 非
W

D
C
参
加
者
：

 8
1-

93
%

 
聞
き
取
り
調
査
で
は

60
％
の
返
答
者
が
夫
か
ら
の
認
識
、

80
％
の
返
答
者
が
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
か
ら
の
認
識
の
高
ま
り
を
指
摘
し
た
。

 
 

1-
2-

2.  
各

W
D

C
で
の

W
D

C
の
サ
ー
ビ
ス
の
質
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
の
把
握
の
改

善
：
パ
イ
ロ
ッ
ト

W
D

C
の
ほ
と
ん
ど
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
か
ら
の
認
識
は
以
前

よ
り
も
高
ま
っ
て
い
る
（

G
ez

aw
a W

D
C
を
除
き
）。

 
 1-

2-
3. 

W
D

C
参
加
者
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
へ
の
継
続
的
な
改
善

  
 ##

# 
1－

3 
W

D
C
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
質
の
向
上
の
達
成
度
：

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
比
較
か
ら
は
向
上
し
て
い
る
。
重
要
性
の
理
解
も
高
ま
っ
て
き

て
い
る
。
年
間
計
画
、
記
録
な
ど
の
管
理
の
改
善
が
見
ら
れ
る
。

 
  1-

3-
1.

 W
D

C
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
質
の
向
上
の
達
成
度
：

 

W
D

C
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
重
要
性
は
認
識
さ
れ
て
い
る
。
返
答
者
は
下
記

の
よ
う
な
改
善
を
指
摘
し
た
。

  
(1

) 
 労

働
環
境
：

 6
3-

10
0%

 
(2

) 
 管

理
記
録
・
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
：

 2
7-

93
%

 
(3

) 
 報

告
･フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
：

 0
-7

1%
 

1-
3-

2:
 W

D
C
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
質
の
向
上
の
た
め
の
重
要
な
要
素
の
改
善
度
： 

 

返
答
者
か
ら
見
た
改
善
の
度
合
い
：

  
(1

) 
 職

員
配
置
：

54
-8

5%
 

(2
) 

 予
算
：

14
-7

1%
 

(3
) 

 リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
：

83
-1

00
%

 
 (

4)
  
意
思
決
定
：

 4
5-

82
%

  
す
べ
て
の
パ
イ
ロ
ッ
ト

W
D

C
校
長
と

W
D

O
 (女

性
開
発
オ
フ
ィ
サ
ー

) 
が
管
理
面
、

特
に
記
録
簿
管
理
が
大
き
く
改
善
し
、
以
前
に
比
べ

W
D

C
の
ス
ム
ー
ズ
な
運
営
に
貢

献
し
て
い
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

  
  ＜
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2＞
 

2. 
PO

に
従
っ
た
計
画
ど
お
り
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
修
正

 
 

(1
) 2

00
8
年

9
月
に
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
が
作
成
さ
れ
た
。
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4 

 
(2

) 2
00

8
年

10
月
に
第

1
次
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
開
催
さ
れ
た
。

 

＜
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3＞
 

3. 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
能
力
強
化

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
自
己
評
価

 (
前
者

%
) 
と
日
本
人
専
門
家
に

よ
る
評
価

(後
者

 %
) 
は
下
記
の
と
お
り
で
あ
り
、
多
少
の
差
が
見
ら
れ
る
。

 
(1

) 
計
画
能
力
：

77
%
、

 6
0%

以
下

-8
5%

  
(2

) 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
能
力

 (
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査
含
む

)：
83

%
、

65
-8

5%
 

 (
3)

 管
理
能
力
：

75
%
、

60
%
以
下

- 8
5%

 
(4

) 
報
告
書
記
述
と
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
能
力
：

56
%
、

60
%
以
下

- 8
5%

 
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１
の
た
め
の
活
動
は
計
画
通

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
 

(1
) 

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
1*
参
照

) 

活
動
の
達
成
状
況
（
実
施
レ
ベ
ル
と
達
成
）：

 
1－

1 
W

D
C
の
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
の
た
め

の
諸
活
動
と
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
1－

2 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
か
ら

W
D

C
へ
の
肯
定
的

な
認
識
の
向
上
の
た
め
の
諸
活
動
と
実
施
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル

 
1－

3 
W

D
C
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
質
の
向
上

の
た
め
の
諸
活
動
と
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2
の
た
め
の
活
動
は
計
画
通

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
 

(2
) 

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
2*

*参
照

) 
 

活
動
の
達
成
状
況
（
実
施
レ
ベ
ル
と
達
成
）：

 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
の
作
成
と
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ

ィ
ス
の
収
集

 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の

検
証

 
活
動
進
捗
の
検
証

  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3
の
た
め
の
活
動
は
計
画
通

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
 

(3
) 

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
3*

**
参
照

) 

活
動
の
達
成
状
況
（
実
施
レ
ベ
ル
と
達
成
）：

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
能
力
強
化
（
＝

N
CW

D
と

SM
W

A
職
員
）

 
 

<ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
達
成
の
た
め
の
主
な
活
動

> 
 (
調
達

) 
 

N
CW

D
の
オ
フ
ィ
ス
機
器
、プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
所
の
機
材

 (
PC

、プ
リ
ン
タ
ー
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
、
コ
ピ
ー
機
、
ビ
デ
オ
、
車
両

) (
20

08
年

5
月

) 
 

W
D

C
コ
ー
ス
の
た
め
の
運
用
資
機
材

 (
ミ
シ
ン
、
機
械
編
み
機
、
搾
油
機
、
等

) 
(2

00
7
年

9
月

) 
 
管
理
用
資
機
材

(キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
、
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
用
ケ
ー
ス
、
文
具
等

) (
20

08
年

1-
2
月

) 
 

 (研
修

) 
 
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
研
修
：

30
名

 (
H

O
D
、

W
D

O
 と

SM
W

A
) (

20
07

年
7
月

) 
 

本
邦
研
修

 (
N

CW
D
：

4
名
、

20
07

年
9
月

)、
(N

CW
D
：

2
名
、

SM
W

A
:2
名
、 

20
08

年
7
月

) (
2
名
：
グ
ル
ー
プ
研
修
、

8
名
：
国
別
研
修

) 
 
基
礎

PC
/IT

 研
修
（
於

N
CW

D
）

 (
8
名
：

N
CW

D
) (

20
07

年
11

-1
2
月

) 
 
調
査
手
法
研
修
（
於

N
ig

er
ia）

 (
14

 名
：

 N
CW

D：
8
名
、

SM
W

A
:6
名

) (
20

08
年

1
月

) 
 
食
品
加
工
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
：

35
講
師

 (
20

08
年

2
月

) 
 
ミ
シ
ン
、
刺
繍
、
機
械
編
み
機
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
：

30
 講

師
 (

20
07

年
8
月

) 
 

W
D

O
、

W
D

C
校
長
へ
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
研
修

 (
20

08
年

1-
2
月

) 
 

W
D

O
 、

6
パ
イ
ロ
ッ
ト

W
D

C
校
長
へ
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
研
修

 (
20

08
年

7-
8

月
) 

 
食
品
加
工
研
修
：

 3
5
講
師

 (
20

08
年

7
月

) 
 
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修

 (
20

08
年

8
月

) 
 
ミ
シ
ン
、
編
み
機
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
訓
練
：
講
師
、
参
加
者

(2
00

8
年

8
月

) 
 

PC
研
修

 (
W

ar
d、

Ex
ce

l、
Po

w
er

Po
in

t)：
N

CW
D

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン

バ
ー
（
於

N
CW

D
）

(2
00

8
年

9
月

) 
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5 

(調
査

) 
 
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査

 (
20

07
年

2
月

) 
：
短
期
専
門
家

 (
組
織
分
析
、
社
会
調
査

) 
 

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査

 (
3
回
：

 2
00

7
年

8
月
、

20
08

年
4
月
、

20
08

年
10

月
) 
、

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
結
果
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

 (
3
回
：

 2
00

7
年

9
月
、

20
08

年
4
月
、

20
08

年
10

月
) (
長
期
専
門
家
に
よ
る
報
告
書
作
成

) 
 
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
収
集

 (
20

08
年

5-
6
月

) 
 (ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
ス
タ
デ
ィ
ツ
ア
ー
、
他

) 
 

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
策
定
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

 (
FY

20
08

) ：
H

O
D
、

W
D

O
s、

W
D

C 
校
長

 (
30

名
) (

20
08

年
1
月

 )
  

 
Za

m
fa

ra
州
、

2
モ
デ
ル

W
D

C
訪
問
ツ
ア
ー

 (
53

 名
) (

 20
08

年
2
月

) 
 

ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
意
識
化
促
進

 (
20

07
年

2-
4
月

) 
 

卒
業
生
支
援
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

 (
20

08
年

2
月

) 
、
資
機
材
提
供
な
ど
の
支
援
調

査
 (

20
08

年
6-

7
月

) 
 

 
PD

M
 改

定
 (

20
07

年
12

月
) (
第

2
回

JC
C
で
承
認

) 
 

第
1回

JC
C 

(2
00

8年
5月

)、
第

2回
 J

CC
 (2

00
7年

12
月

), 
第

3回
JC

C 
(2

00
8

年
5
月

)：
全
国
で
の
ジ
ェ
ン
ダ
ー
促
進
確
認
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
確
認

 
 

ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
作
成

 (
3 
版

)、
H

P、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
カ
レ
ン
ダ
ー
･ポ

ス
タ
ー

作
成
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
作
成

 (
和
文

) (
継
続
中

) 
 

運
営
指
導
調
査
団

 (
20

08
年

2
月

) 
 

 
カ
ノ
州

LG
A 

リ
ー
ダ
ー
へ
の
ア
ド
ボ
カ
シ
ー

(2
00

8
年

8-
9
月

) 
 

 
縫
製
学
校
、
女
性
組
合
へ
の
訪
問
ツ
ア
ー

 (
W

D
C
校
長
、
講
師
、

W
D

C 
参
加
者
、

20
08

年
8
月

) 
 

 
第

1
回
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム

 (
20

08
年

10
月

) 
 

 
中
間
評
価
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

 (
N

CW
D
、

SM
W

A
、

H
O

D
、

W
D

O
、

W
D

C
校
長
、

日
本
人
専
門
家
：

36
名

) (
20

08
年

8
月

) 
 

 
す
べ
て
の
活
動
は
計
画
通
り
に
実
施
さ
れ
て
き
た
。
活
動
は
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

に
貢
献
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 
 1)
 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

 1
*:

  
ほ
ぼ
す
べ
て
の
活
動
が
す
で
に
終
了
し
て
い
る
。
一
方
、

LG
A
が
生
産
用
資
材

や
資
機
材
の
提
供
や
卒
業
生
支
援
な
ど
の
自
立
性
確
保
を
促
す
た
め
の
活
動

の
継
続
が
必
要
で
あ
る
。

  
 

2)
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

 2
**
：

 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
の
第

1
版
草
案
は
完
成
し
、

1
章
が

20
08

年
10

月
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
発
表
さ
れ
た
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は

20
09

年
11

月
の
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6 

完
成
予
定
で
あ
る
。

 
 1）

 ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

 3
**

* ：
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
能
力
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
や
さ
ま
ざ

ま
な
研
修
機
会
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
参
加
、
日
本
人
長
期
・
短
期
専
門
家
と

の
日
々
の
活
動
を
通
じ
て
向
上
し
て
き
て
い
る
。
た
だ
し
、
人
に
よ
り
そ
の
差

が
あ
る
の
が
現
状
で
あ
り
さ
ら
な
る
能
力
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

 
 

技
術
移
転
の
検
証

 
技
術
移
転
の
方
法
は
適
切
に
実
施
さ
れ
て
い

る
か

 
技
術
移
転
の
内
容
・
方
法
・
時
期
・
対
象

 
技
術
移
転
は

3
つ
の
レ
ベ
ル
に
お
い
て
様
々
な
方
法
で
実
施
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
主
な

内
容
は
下
記
の
と
お
り
で
あ
る
。

 
1)

 N
CW

D
：
調
査
手
法
、

IT
/P

C 
2)

 S
M

W
A
：
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

 
3)

 W
D

C/
LG

A
：
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

 
 以
上
の
研
修
内
容
や
方
法
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
や

LG
A

/W
D

C 
職
員

に
は
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕

組
み
は
あ
る
か
、
有
効
な
も
の
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組

み
・
方
法

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
の
意
思
疎
通
の
仕
組
は
有

効
な
も
の
か

 
意
思
疎
通
手
段
、
そ
の
妥
当
性
・
有
効
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
マ
ネ
ー

ジ
メ
ン
ト
体
制
の
適
切
さ

 

日
本
側
・
ナ
イ
ジ
ェ
ア
側
意
思
決
定
過
程
は
有

効
な
も
の
か

 
意
思
決
定
方
法
、
そ
の
妥
当
性
・
有
効
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
組
織
と
体
制
は

N
CW

D
、

SM
W

A 
と

LG
A

/W
D

C 
の

3
レ
ベ
ル
を
連
携
、
調
整
す
る
形
で
適
切
に
実
施
さ
れ
て
き
た
。
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
は
活
動
の
進
捗
を
測
る
た
め
に
半
年
毎
に
す
で

に
3
回
実
施
さ
れ
、
利
害
関
係
機
関
に
は
情
報
共
有
と
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
が
行
わ
れ
て

き
た
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
は
適
切
に

配
置
さ
れ
て
い
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
配
置
人

数
・
配
置
（

N
CW

D
、

SM
W

A
）

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ

ン
バ
ー
の
配
置

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
へ
の
参
加
は
十
分
で
あ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
、
視
察
頻

度
 

N
CW

D
 6
名
、

SM
W

A 
4
名
が
配
置
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
人
数
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実

施
に
は
適
切
で
あ
る
。
一
方
で
、
計
画
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
･評

価
、
特
に
文
書
作
成
や
そ
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
能
力
の
点
で
は
更
な
る
強
化
が

必
要
で
あ
る
。

**
*参

照
 <
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3>
 

 
妥
当
性

 
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
国
家
計

画
と
の
整
合
性

 
       

女
性
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
は
国
家
計
画
の

中
で
ど
の
よ
う
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
か

 
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
国
家
開
発
政
策
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー

政
策
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
開
発
政
策

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は

20
06

年
に
発
表
さ
れ
た
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
国
家
ジ
ェ
ン
ダ
ー

政
策
に
合
致
し
て
い
る
。
こ
の
政
策
は
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
貧
困
削
減
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
と
し
て
ジ
ェ
ン
ダ
ー
主
流
化
を
謳
っ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

 
 ま
た

20
06

年
に
全
国
女
性
評
議
会
（

N
ati

on
al 

Co
un

cil
 o

f W
om

en
 A

ffa
irs
）
が
採
択

し
た
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
に
よ
れ
ば
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
で
あ
る

国
立
女
性
開
発
セ
ン
タ
ー
（

N
ati

on
al 

Ce
nt

re
 of

 W
om

en
 D

ev
elo

pm
en

t: 
N

CW
D
）
に

と
っ
て
全
国
の
女
性
開
発
セ
ン
タ
ー
（

W
om

en
 D

ev
elo

pm
en

t C
en

tre
: W

D
C）

の
活

性
化
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
は
そ
の
マ
ン
デ
ー
ト
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
点

に
お
い
て
も

N
CW

D
を
支
援
す
る
こ
と
は
妥
当
性
が
高
い
。
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評
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査

 
(結

果
）

 
 

7 

以
上
か
ら
も
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
の

方
針
に
一
致
す
る
も
の
で
あ
る
、
と
判
断
さ
れ
る
。

 
 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
サ
イ
ト
の
設
定
は
適
切
か

 
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
選
定
方
法

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
裨
益
者
の
ニ
ー
ズ
に

合
致
し
て
い
る
か

 
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
の
変
化
の
有

無
 

裨
益
者
ニ
ー
ズ
と
の
整
合

性
 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
以
外
へ
の
波
及
効
果

は
あ
る
か

 
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
以
外
へ
の
社
会
的
影
響

な
ど
の
波
及
効
果
（
あ
れ
ば
）

 

カ
ノ
州
が
パ
イ
ロ
ッ
ト
対
象
地
域
と
し
て
選
定
さ
れ
た
理
由
は
、

W
D

C
活
性
化
へ
の

意
欲
が
あ
っ
た
こ
と
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
北
部
最
大
の
商
業
地
域
と
し
て
他
地
域
へ
の
影

響
力
が
期
待
で
き
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
ま
た
、
同
地
域
へ
の
日
本
の
他
案
件
の
支

援
効
果
の
最
大
化
も
意
図
し
て
い
る
。
カ
ノ
州
経
済
開
発
戦
略
（

K
an

o S
tat

e E
co

no
m

ic 
Em

po
w

er
m

en
t a

nd
 D

ev
elo

pm
en

t S
tra

teg
y:

 K
-S

EE
D

S 
20

05
）
に
お
い
て
女
性
の
生

計
向
上
の
た
め
に
女
性
の
経
済
構
造
へ
の
参
加
促
進
を
目
指
し
て
お
り
、
州
の
方
針
と

も
合
致
し
て
い
る
。

 
 パ
イ
ロ
ッ
ト
対
象
の

6 W
D

C
は

20
06

年
の
事
前
調
査
時
に
選
択
さ
れ
、
対
象
数
の

6
ヶ
所
は
地
理
的
な
分
布
の
点
か
ら
も
適
切
で
あ
っ
た
、
と
判
断
さ
れ
る
。

 
 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
結
果
、
女
性
が

W
D

C
の
コ
ー
ス
に
参
加
を
す
る
こ
と
で
、
家
族

全
体
へ
好
影
響
を
与
え
始
め
て
い
る
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
や
聞
き
取
り
な
ど
の
調
査

結
果
で
は

W
D

C
で
ス
キ
ル
や
収
入
創
出
の
活
動
の
機
会
を
得
る
こ
と
で
女
性
は
自
立

性
を
高
め
、
家
族
の
生
計
の
一
部
を
負
担
す
る
、
傾
向
も
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

ま
た
そ
れ
ら
の
女
性
間
で
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
作
る
機
会
が
増
え
る
な
ど
、
社
会
生
活
の

楽
し
み
を
享
受
す
る
例
も
見
ら
れ
て
い
る
。

 
 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
あ
る
い
は
、
参
加
者
の
夫
か
ら
の

W
D

C
へ
の
好
意
的
な
認
識
も
高
ま

り
、
い
く
つ
か
の
地
方
行
政
府
（

LG
A
）
で
は

20
09

年
度
の

W
D

C
の
活
動
予
算
の

増
加
や
新
た
な

W
D

C
の
建
設
を
予
定
し
て
い
る
。

 
 

 

日
本
の

O
D

A
政
策
と
の
整

合
性

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
日
本
の

O
D

A
政
策
と
の
整

合
性

 
日
本
の
対
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
援
助
政
策
･方

針
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
日
本
の

O
D

A
大
綱
で
の
貧
困
削
減
へ
の
支
援
、
な
ら
び
に
外
務

省
・

JIC
A

の
国
別
支
援
の
重
点
課
題
の
う
ち
、
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
に
も
一

致
し
て
い
る
こ
と
か
ら
妥
当
性
は
確
保
さ
れ
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。

 
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
達
成
さ
れ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に
か
か
る
達
成
度
（
指
標
と

の
比
較
）：

ガ
イ
デ
ィ
ン
グ
・
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク

の
内
容
、
作
成
進
捗
状
況

 

 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
有
効
性
は
高
く
、
今
後
も
そ
の
効
果
は
増
加
す
る
も
の
と
判
断
さ

れ
る
。
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2
に
関
し
て
、

W
D

C
活
性
化
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、

20
08

年
10

月
に
第

1
章
の
ド
ラ
フ
ト
が
完
成
。
中
央
レ
ベ
ル
で
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
実
施

さ
れ
、

20
09

年
11

月
に
全
編
完
成
の
予
定
で
あ
る
。

 
 

有
効
性

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
前
提
と
な
る
外

部
条
件
は
満
た
さ
れ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
前
提
と
な
る
外
部

条
件
の
状
態
と
変
化

 
特
に
中
央
レ
ベ
ル
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
で
あ
る

N
CW

D
の
予
算
確
保
が
困
難

な
状
況
に
あ
り
、
不
確
実
な
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は

20
08

年
会
計
年
度
の
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
フ
ァ
ン
ド
が
承
認
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
拠
る
。
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8 

グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
は
適
切
に
生
み
出
さ

れ
て
き
た
か

 
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
事
例
の
発
現
と
そ
の

状
況

 
カ
ノ
州
の
パ
イ
ロ
ッ
ト

W
D

C
で
は
下
記
に
見
ら
れ
る
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
事
例

が
発
現
し
つ
つ
あ
る
。

 
1)

 
新
た
な

W
D

C
の
建
設
が
村
落
部
に
予
定
さ
れ
て
い
る
。（

Bi
ch

i）
 

2)
 

20
07

年
に
焼
失
し
た

W
D

C
へ
の
資
機
材
が

LG
A
に
よ
り
新
た
に
調
達
さ
れ
た
。

（
G

w
ale

）
 

3)
 

LG
A
が
各
ワ
ー
ド

(サ
ブ
区

: 
全
部
で

10
サ
ブ
区

)か
ら
女
性
各

2
名
を
選
出
し
、

W
D

C
へ
の
参
加
を
交
通
費
の
面
で
支
援
し
て
い
る
。（

D
am

ba
tta
）

 
4)

 
参
加
者
数
の
急
増
に
よ
り

W
D

C
の
拡
張
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。（

K
um

bo
tso

）
 

5)
 

W
D

O
（
女
性
開
発
オ
フ
ィ
サ
ー
）
が

W
D

C
で
の
研
修
コ
ー
ス
の
要
望
を
聞
く

た
め
に
家
庭
訪
問
を
し
て
い
る
。（

G
ay

a）
 

6)
 

W
D

C
の
収
入
創
出
の
た
め
養
鶏
を
行
っ
て
い
る
。

(G
ez

ew
a)

 
 

グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
に
基
づ
く
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
ド
ラ
フ
ト
の
作
成
が
さ
れ
て
き
た
か

 
ド
ラ
フ
ト
の
作
成
状
況

 
カ
ノ
州
で
の
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
発
現
を
踏
ま
え
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
第
１
版
ド

ラ
フ
ト
を
作
成
済
み
で
あ
る
。

 
 

目
標
達
成
に
貢
献
し
た
要

因
（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

度
）

 
 

N
CW

D
、

SM
W

A
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
向
上
の

達
成
度

 
N

CW
D
、

SM
W

A
ス
タ
ッ
フ
へ
の
研
修
実
績
と

そ
の
成
果

 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3
に
示
す
と
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（

N
CW

D
、

SM
W

A
ス
タ
ッ
フ
）
の
能
力
は
向
上
し
て
き
て
い
る
。
た
だ
し
、
人
に
よ
り
そ
の
能

力
差
が
あ
る
の
が
現
状
で
あ
り
、
特
に
文
書
作
成
と
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
ス
キ
ル
の

能
力
強
化
が
更
に
必
要
で
あ
る
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
異
動
や

辞
任
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
に
影
響
し
た
度

合
い
は

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
異
動
あ
る

い
は
辞
任
の
人
数
・
時
期
･理

由
 

N
CW

D
に
拠
れ
ば

20
07

年
に
新
た
に

6人
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
が
選

定
さ
れ
た
。
こ
の
メ
ン
バ
ー
は
必
要
資
格
･能

力
を
備
え
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る

参
加
意
思
も
あ
り
、
当
初
の

12
人
か
ら
人
数
は
減
っ
た
も
の
の
、
問
題
は
生
じ
て
い

な
い
。

 
 

目
標
達
成
を
阻
害
し
た
要

因
 

 

N
CW

D（
相
手
実
施
機
関
）
は
十
分
な
予
算
配

置
を
行
っ
た
か

 
N

CW
D
の
予
算
配
置
、
財
政
デ
ー
タ

 
20

08
年
は

C/
P
フ
ァ
ン
ド
は
未
承
認
の
ま
ま
で
あ
り
、プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
実
施
の

う
え
で
交
通
経
費
の
不
足
な
ど
の
問
題
を
生
じ
て
い
る
。

 
 

効
率
性

 
日
本
側
投
入
の
適
切
さ

 
長
期
専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣

時
期
は
適
切
か

 
長
期
専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣
時

期
 

短
期
専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣

時
期
は
適
切
か

 
短
期
専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣
時

期
 

日
本
人
長
期
専
門
家
、
短
期
専
門
家
の
人
数
、
役
割
、
専
門
性
や
派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ

は
適
切
で
あ
り
、
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
。
短
期
専
門
家
の
派
遣
期
間
に
は
異
な
る
意

見
が
あ
る
。

 

 
 

日
本
で
の
研
修
受
入
れ
人
数
、
分
野
、
研
修
内

容
、
研
修
期
間
、
受
入
れ
時
期
は
適
切
か

 
研
修
員
受
入
れ
人
数
、
分
野
、
研
修
内
容
、
研
修

期
間
、
受
入
れ
時
期

 
日
本
研
修
に
派
遣
さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の

コ
ミ
ッ
ト
や
意
欲
を
示
し
て
い
る
。
概
し
て
も
日
本
で
の
研
修
効
果
は
高
い
が
、
人
に

よ
り
そ
の
成
果
の
差
が
あ
る
。
研
修
生
に
よ
っ
て
は
日
本
で
得
た
知
識
を
活
用
し
て

W
D

C
の
卒
業
生
支
援
等
の
活
動
を
新
た
に
開
始
し
て
い
る
。
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9 

 
供
与
機
材
の
種
類
、
量
、
設
置
時
期
は
適
切
か

供
与
機
材
の
種
類
、
量
、
投
入
時
期
、
日
本
側
・

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
側
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
資
機

材
の
ニ
ー
ズ

 

資
機
材
の
投
入
の
時
期
や
量
は
概
し
て
問
題
な
か
っ
た
が
、
調
達
が
遅
れ
た
場
合
が
あ

っ
た
。

W
D

O
や

W
D

C
校
長
へ
の
聞
き
取
り
調
査
の
結
果
で
は
、
日
本
側
の
投
入
は

効
果
的
に
活
用
さ
れ
て
い
る
。
現
在
、
参
加
者
の
増
加
に
よ
り
ミ
シ
ン
等
の
資
機
材
の

数
は
不
足
傾
向
に
あ
る
。

  
  

 

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
側
投
入
の

適
切
さ

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
人
数
、
配

置
状
況
、
能
力
は
適
切
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
人
数
・
配
置

状
況

 
N

CW
D

 6
名
、

SM
W

A 
3
名
が
適
切
に
配
置
さ
れ
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
と
と

も
に
能
力
は
増
加
し
て
い
る
。

 
 N

CW
D

 で
は
研
究
部
門
だ
け
で
な
く
、
研
修
部
門
の
職
員
も
配
置
さ
れ
、
各
人
の
能

力
差
は
あ
る
も
の
の
、
そ
の
構
成
に
よ
り
様
々
な
研
修
や
活
動
を
ス
ム
ー
ズ
に
行
う
こ

と
が
で
き
て
い
る
。

 
 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
専
門
の
ロ
ー
カ
ル
雇
用
者

(運
転
手
、
秘
書
等

)
は
お
ら
ず
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
側
か
ら
の
供
給
に
よ
り
配
置
が
な
さ
れ
て
い
る
。

 
  

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
、
マ
ネ
ー
ジ
ャ

ー
、

W
D

C
校
長
、
講
師
、
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

は
適
切
か

 
 

日
本
人
専
門
家
に
よ
る
左
記
人
材
の
配
置
と
専

門
性
の
満
足
度

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
、
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
と
い
っ
た
意
思
決
定
者
の
任
命
は
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
上
、
適
切
で
あ
る
。

 

建
物
・
施
設
の
質
、
機
器
・
機
材
・
資
材
の
量

と
質
、
タ
イ
ミ
ン
グ
に
問
題
は
な
い
か

 
日
本
人
専
門
家
の
認
識

 
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
側
か
ら
は

2
ヶ
所
の
オ
フ
ィ
ス
が
適
切
に
供
与
さ
れ
て
い
る
。

SM
W

A
で
は
、
今
後
の
事
務
所
の
改
築
に
伴
い
新
し
い
事
務
所
が
供
与
さ
れ
る
予
定
で
あ
る

: 
 N

CW
D：

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
当
初
か
ら
事
務
所
が
供
与
さ
れ
、
必
要
な
光
熱
費
な
ど

も
N

CW
D
に
よ
る
負
担
さ
れ
て
お
り
専
門
家
は
満
足
し
て
い
る
。

 
 SM

W
A：

最
大
限
の
努
力
と
し
て
専
門
家
用
の
机
の
ス
ペ
ー
ス
を
準
備
し
て
お
り
、
事

務
所
の
改
築
後
に
は
新
し
い
事
務
所
が
供
与
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

  
 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
予
算
は
適
正
規
模
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算
（
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
側
）、

日

本
人
専
門
家
と
評
価
調
査
団
の
認
識

 
      

N
CW

D
：
予
算
確
保
が
課
題
で
あ
る
。

N
CW

D
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
フ
ァ
ン
ド
が

20
08

年
に
承
認
さ
れ
て
お
ら
ず
、
交
通
費
な
ど
に
支
障
が
発
生
し
て
い
る
。

 
 SM

W
A
：
必
要
な
予
算
は
確
保
さ
れ
て
い
る
。

(2
00

8
年

3.4
 百

万
ナ
イ
ラ

) 
 

 LG
A
：
い
く
つ
か
の

LG
A
で
は

W
D

C
の
活
動
に
対
す
る
コ
ミ
ッ
ト
を
強
め
、
来
年

度
の
予
算
増
加
の
準
備
を
行
っ
て
い
る
。

 
 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
の
役

割
分
担
な
ど
の
体
制
の
適

切
さ

 

JC
C
は
適
切
に
機
能
し
た
か

 
JC

C
開
催
の
回
数
、
頻
度
、
参
加
者
、
決
定
内

容
 

JC
C
は
半
年
毎
、
こ
れ
ま
で
に

3
回
開
催
さ
れ
た
。
マ
ク
ロ
レ
ベ
ル
の
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平

等
の
情
報
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
の
た
め
の
情
報
共
有
の
機
能
を
適
切
に
果
た
し
て

き
て
い
る
。
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タ
ー

活
性

化
支
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中
間

評
価

調
査

 
(結

果
）

 
 

10
 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
は
定
期
的

に
行
わ
れ
た
か
、
意
思
疎
通
は
よ
い
か

 
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
開
催
の
回
数
、
頻
度
、
参
加
者
、

決
定
内
容

 
3
ヶ
月
毎
の
定
例
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
適
切
に
行
わ
れ
て
き
て
い
る
。
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
の

目
的
は
長
期
専
門
家
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
間
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
と
責
任
分
担

の
確
認
で
あ
る
。
こ
れ
に
加
え
、
必
要
に
応
じ
随
時
、
専
門
家
と
メ
ン
バ
ー
の
間
で
打

ち
合
わ
せ
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 
 

 

効
率
性
を
阻
害
し
た
要
因

 
そ
の
他
の
阻
害
要
因

 
そ
の
他
の
阻
害
要
因
（
あ
れ
ば
）

 
N

CW
D
で
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
フ
ァ
ン
ド
の
準
備
へ
の
問
題
解
決
が
望
ま
れ
る
。

 
 

イ
ン
パ
ク
ト

 
上
位
目
標
の
達
成
の
見
込

み
 

上
位
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3-
5年

に

達
成
さ
れ
る
か

 
上
位
目
標
達
成
へ
の
進
捗

/見
込
み

 
カ
ノ
州
で
は
す
で
に
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
事
例
が
発
現
し
て
お
り
、
上
位
目
標
の

達
成
は
可
能
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
。

 
 カ
ノ
州
で
の
調
査
で
は

6 
パ
イ
ロ
ッ
ト

W
D

C
へ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
な
ど
か
ら
の
肯

定
的
な
認
識
が
生
ま
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
：

 
1)

 聞
き
取
り
調
査
で
は
す
べ
て
の

W
D

O
、

W
D

C
校
長
は

 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
住
民
は

W
D

C
の
活
動
へ
の
関
心
を
高
め
て
い
る
こ
と
と
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
リ
ー
ダ
が

W
D

C
参
加
を
奨
励
し
て
い
る
と
指
摘
し
た
。

 
2)

 い
く
つ
か
の

W
D

C
で
は
ポ
マ
ー
ド
作
り
な
ど
で
の
収
入
創
出
な
ど
の
活
動
が
始

ま
っ
て
い
る
。

 
3)

 返
答
者
の
う
ち
、

50
%

 以
上
の
夫
が
妻
の

W
D

C
参
加
に
好
意
的
で
あ
り
、
交
通

費
や
資
材
購
入
な
ど
を
支
援
し
て
い
る
。

 
4)

 参
加
者
は

W
D

C
で
得
た
ス
キ
ル
に
よ
っ
て
、
家
計
に
貢
献
で
き
る
、
と
返
答
し
て

い
る
。

 
 上
位
目
標
達
成
の
た
め
に
今
後
さ
れ
に
推
進
す
べ
き
事
項
と
し
て
、
予
算
配
置
と
ス
タ

ッ
フ
の
能
力
強
化
が
あ
る
。
た
と
え
ば
：

 
1)

  
N

CW
D
で
の
予
算
配
置

 
2)

 
W

D
C
活
性
化
の
た
め
の

N
CW

D
と
州
の
連
携
の
確
保

 
3)

 
N

CW
D
と

SM
W

A
の
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
強
化

(現
在
は
人
に
よ
り
ば
ら
つ
き
が

あ
る

) 
 

 
そ
の
他
の
波
及
効
果

 
当
初
予
想
し
な
か
っ
た
正
の
影
響
は
あ
る
か

 
 

政
策
・
法
律
・
制
度
な
ど
の
整
備
、
対
象
社
会
･

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
等
へ
の
社
会
・
経
済
的
影

響
等

 

下
記
の
よ
う
な
肯
定
的
な
変
化
が
起
き
て
い
る
。

 
LG

A
：

 
1)

 W
D

C
の
活
動
拡
大
の
た
め
の
予
算
増
加

  
2)

 W
D

C
の
増
設

 (
参
加
者
増
加
の
た
め

) 
3)

 L
G

A 
職
員
の

W
D

C
訪
問
の
増
加
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
）

 
4)

 ミ
シ
ン
等
の
資
機
材
の
交
換
や
配
置

(例
：

G
w

ale
 W

D
C：

火
災
後
の
資
機
材
調
達

等
) 

5)
 L

G
A
に
よ
る

W
D

C
参
加
者
の
選
定
と
通
学
の
支
援

 (
例
：

D
am

ba
tta

 W
D

C)
  

 
W

D
C：

 
1)

 
W

D
C
の
開
所
時
間
の
延
長

 (
午
前
、
午
後
の
両
コ
ー
ス
設
置

) 
2)

 
参
加
者

(希
望
者
含
む

)の
急
増

 

- 79 -



評
価

グ
リ

ッ
ド

 
ナ

イ
ジ

ェ
リ

ア
女

性
の

生
活

向
上

の
た

め
の

女
性

セ
ン

タ
ー

活
性

化
支

援
 

中
間

評
価

調
査
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果
）

 
 

11
 

政
策
面

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
政
策
的
支
援
が
継

続
す
る
か

 
女
性
省
、

N
CW

D
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
、
今
後

の
方
針
や
計
画

 
女
性
社
会
開
発
省
：

 
省
の
役
割
は

W
D

C
の
活
動
の
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
と

 政
策
の
維
持
で
あ
る
。

 
 SM

W
A
：

 
カ
ノ
州
で
は

W
D

C
活
性
化
は
経
済
開
発
戦
略
（

SE
ED

S 
20

05
）
に
も
記
載
さ
れ
，
そ

の
意
思
も
確
固
と
し
て
い
る
。

 
 

制
度
面

 
W

D
C
活
用
促
進
へ
の
ビ
ジ
ョ
ン
、
位
置
づ
け

は
明
確
か

 
関
係
機
関
に
よ
る
位
置
づ
け
、
日
本
人
専
門
家
・

C/
P
の
認
識

 
N

CW
D
：

  
全
国
の

W
D

C
活
性
化
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
は

N
CW

D
の
マ
ン
デ
ー
ト
で
あ
る

（
20

06
年
全
国
女
性
評
議
会
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
で
採
用
）。

 
 SM

W
A
：

 
経
済
開
発
戦
略
（

SE
ED

S 
20

05
）
に
あ
る
と
お
り
、

W
D

C
活
性
化
の
ビ
ジ
ョ
ン
や
方

向
性
を
有
し
て
い
る
。

 
 

組
織
面

 
関
係
機
関
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
効
果

を
持
続
す
る
た
め
の
運
営
管
理
能
力
は
備
わ

っ
て
い
る
か

 

日
本
人
専
門
家
・

C/
P
の
認
識

 
N

CW
D
：

 
N

CW
D
が

20
09

年
以
降
に
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
活
用
し
て

W
D

C
の
活
性
化
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
と
管
理
を
行
う
能
力
は
備
え
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
他
方
、
人
材
能
力
の
強

化
に
は
ま
だ
課
題
が
あ
る
。

 
 SM

W
A
：

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
管
理
と
運
用
の
能
力
は
拡
大
し
て
い
る
。
意
思
決
定
と
役
割
分

担
は
問
題
な
く
稼
動
し
て
い
る
。

 
 

財
務
面

 
関
係
機
関
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
効
果

を
持
続
す
る
た
め
の
財
務
能
力
は
備
わ
っ
て

い
る
か

 

予
算
配
置
、
財
政
デ
ー
タ

 
日
本
人
専
門
家
・

C/
P
の
認
識

 
 

N
CW

D
：

 
20

08
 年

の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
フ
ァ
ン
ド
は
承
認
さ
れ
て
お
ら
ず
、
懸
案
と
な
っ
て

い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ス
ム
ー
ズ
な
実
施
の
支
障
と
な
っ
て
い
る
。

 
 SM

W
A
：

 
SM

W
A 

は
将
来
的
に
も

W
D

C
活
性
化
を
支
援
す
る
だ
け
の
必
要
な
財
政
能
力
は
備

え
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。

20
08

年
は
約

3.4
 百

万
ナ
イ
ラ

 の
予
算
で
あ
っ
た
。

 
 LG

A
/W

D
C：

 
W

D
O

 と
W

D
C 

校
長
が

W
D

C
の
予
算
準
備
や
計
画
時
に
参
加
す
る
こ
と
の
奨
励

 
 

自
立
発
展
性

 
 

技
術
面

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
得
ら
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
、

LG
A

/W
D

C
職
員
の
能
力

が
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
の
た
め
に
持

続
す
る
か

 

日
本
人
専
門
家
・

C/
P
の
認
識

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
と

LG
A

/W
D

C
職
員
の
能
力
は
向
上
し
て
い
る
が

今
後
の
更
な
る
研
修
も
必
要
で
あ
る
。
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1．Kano State, Ministry of Women Affairs & Social Development (SMWA) 

日 程 2008 年 11 月 19 日、21 日 

面談者 Ms. Maimumna Khalil, Commissioner 

① プロジェクトの達成や研修の実施、特に専門家による能力強化支援（LGA含む）には感謝し

ている。また日本への研修も有効である。10 月に実施されたワークショップ（第 1 回ガイドラ

インフォーラム）はパイロット対象地域以外の他州にも応用が可能なもので、有用であったと

感じる。プロジェクトで生み出したものはナイジェリアの環境に適用できる内容なので、これ

からも同様な支援を望む。 

② 州レベルの多目的女性開発センター（WDC）を来年度に建設する。託児所やホステルも含む

総合的なものである（設計見本あり）。 

③ SMWAでは 2008 年度予算で 3 つの WDC、2009 年度でそれ以上の数の WDC建設を支援する

予定である。 

 

日 程 2008 年 11 月 12 日、20 日 

面談者 Ms. Aishatu Atiku, Director 

① 州レベルでのジェンダー政策や戦略は作成されていないため、国家ジェンダー政策（2006）

に沿ってジェンダー主流化促進あるいは配慮に係る活動、戦略を展開している。また、州では

2005 年に出版された“Policy Framework & Projects Summary”に従い、女性のエンパワーメント

に係る活動を実施している（第 6 章の Economic Empowerment Programmeに WDC活性化パイロ

ットプロジェクト案の記載あり）。 

② 州の各省でジェンダー・デスクオフィサー（各省のジェンダー主流化担当）を配置する計画

がある。 

③ SMWAの 2008 年度の JICA支援に関する WDC活性化活動費は 340 万ナイラであった。2009

年度は合計で数百万ナイラを予定している。100 万ナイラは SMWAの独自予算であるが（これ

以上の独自予算の配分はシーリングもあり困難）、それ以外は Ministry of Budget and Economic 

Planningから配当されるカウンターパート（C/P）予算を期待している。その予算のほとんどは

ワークショップや研修参加への日当、交通費へ充当される〔2008 年度と 2009 年度（提案）予

算書のコピーを入手〕。 

④ （デスクオフィサー2 名のうち 1 名が退職の可能性があるとの情報があったため、質問した

ところ）今後も継続してプロジェクトのデスクオフィサーを 2 名、配置することが可能である。

必要であれば、2 名以上の配置にも対応できる。 

⑤ 2009 年度予算から 14 億ナイラで州立多目的 WDC が建設される。既に土地は確保され（大

学の近く）、para-statal機関として運営される予定である。 

⑥ 現在 SMWAが注力しているのは、女性への識字教育、女性の経済的エンパワーメント、意識

変容促進の 3 つである。 

 

 

３．面談録 
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2．Kano State, Ministry of Local Government 

日 程 2008 年 11 月 19 日 

面談者 Mr. Abdumalik Yakub, Permanent Secretary 

（Other directors数名：発言ほとんどなし） 

①（上田団員） プロジェクトでのこれまでの効果を生かすためにも、①カノ州で開催するワーク

ショップなどに LGAスタッフが参加しやすいような配慮、②WDCの施設の給排水施設、電

気などの維持管理や活動材料の供給、③WDC 卒業生支援を依頼したい。また、④WDO と

WDC校長が WDC活動の予算計画に参与（必要な経費などの資料を整理して報告するなどの

形で）できるようにしてほしい。 

②（Mr. Abdumalik） 自分は官僚出身でなく、ドナー機関で働いた経験が 17 年あり、またジェン

ダー訓練も受けているので、その概念やドナー機関の動きも理解している。これまでの JICA

支援の存在に感謝する。上記の依頼は理解した。州 LGAも JICAがどの程度、金銭的な支援

が可能か通知してくれれば不足分の充当をできるように手配をしたい。一方で、UNICEF や

USAIDのように C/Pへの報酬を考慮してくれることも必要であると思う。評価ではうまくい

っていない点などを明らかにして、教えてほしい。 

③（Mr. Abdumalik） 現在準備中である、各 LGAの来年度の予算計画では、WDC活動予算をコ

ミュニティ開発部門から分けて記載するよう改善したい。 

④（Mr. Abdumalik） 11 月 26 日の JCCへの州 LGAからのディレクターの派遣を約束する。 

 

3．Kano State, Deputy Governor  

日 程 2008 年 11 月 21 日 

面談者 Mr. Tijjiani Gwano, Deputy Governor (プレス会議にて) 

①（武藤団長） 調査結果と評価概要の報告 

②（Mr. Tijjiani Gwano） 日本からの協力に（無償案件などへの他の協力もあわせて）感謝する。

特に訓練や能力強化は有用である。評価結果が良いものであることを祈り、評価から更に学

びを得たい。カノ州では最近、州の Youth Development Centre（若者向けの職業訓練校）が完

成したが、来年度は州立多目的 WDC を建設する。今後は電力分野の開発にも支援を期待す

る。 

 

4．Bichi LGA  

（対応可能であった 2 ヵ所の LGAの HODへの聞き取りのみ） 

日 程 2008 年 11 月 12 日 

面談者 Mr. Salijh Tijjani, Head, Community Development Department 

① プロジェクト効果には大変満足。特に農村女性への訓練がよい。またコミュニティや夫が

WDCの存在を認知するようになった。学びの場として認知されてきている。 

② プロジェクトにより、WDCの参加者が増加したことも大きな成功である。 

③ プロジェクト効果を他の WDCに普及することは可能である。 

④ 日本からの投入はすべてとても有効に活用されており、特にマネージメント研修が有用であ

った。またコミュニティ開発局でも WDCの監督を以前に比べよくするようになった。 
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⑤ Bichi はカノ州内の 44 LGA のうち、4 番目に予算配分が大きい。そのうち 2008 年度は 500

万ナイラを WDC活動に配分しており、2009 年度は予算拡大が予定されている。 

 

5．Kumbotso LGA  

日 程 2008 年 11 月 20 日 

面談者 Mr. Ubale Yari, Head of Social Development Department  

① プロジェクト効果には大変満足している。特に各種研修と機材の提供に感謝している。 

② またナイジェリアと日本のインターアクションが深まり、よかったと感じている。 

③ プロジェクトにより、WDC の参加者は増加していることが最大の効果である。またコミュ

ニティへ外国人が訪問することの刺激や話題性も大きく、良い影響がある。 

④ プロジェクト効果は他の WDC に普及することは可能である。ただし、予算や設備の増加が

前提である。この点で LGAが中心的役割を担うべきことは承知している。 

⑤ 日本からの投入はすべてとても有効に活用されている。特に資機材が有効である。 

⑥ LGAによる WDCの活動の自立発展性確保は必須の課題であり、これまでの成果（スキル、

知識）を失わないようにすべきである。 

⑦ LGAレベルでの女性やジェンダーに特化した政策や戦略はない。女性組合の組織化支援（現

在 121 が登録）などは積極的に行っている。 

⑧ WDCの予算計画の段階に WDOと WDC校長が参加することは重要であり、今後対応してい

く。 

 

6．National Centre for Women Development (NCWD) 

日 程 2008 年 11 月 24 日 

面談者 Mr. Sadeeq Omar, Director, Planning and Research, Project Manager of the Project 

①（武藤団長） カノ州での調査結果の報告と中間評価の概要説明：カノ州では自立発展の兆しが

見えるが、他方、連邦レベルでは困難があるように察する。予算確保の状況を確認したい。

②（Mr. Sadeeq Omar） 2008 年度は（JICAプロジェクト用にはおおよそ 700 万ナイラを要求した）

C/P ファンドについて、これから配分されるであろうが、まだ執行されていない、という状

況である。これは JICA 支援の本プロジェクトだけでなく、いずれのドナー支援プロジェク

トでも同様に資金がない。現在はセンターの独自収入（例：敷地内のテナント収入等）や間

接費から本プロジェクトに必要な資金を何とか捻出している状態である。私自身はスタッフ

のモチベーションは手当などのお金の問題ではない、と思っている。2009 年度用はこれから

の準備であるが、他のドナー支援プロジェクトもあわせて約 3,300 万ナイラを C/Pファンド

として申請する予定である。 

③（Mr. Sadeeq Omar） NCWDのマンデートはジェンダーに係る研究、訓練と文書作成である。

例えばジェンダーデータバンクによる定期的なデータ収集などを通じ、ジェンダー平等推進

を実施している。WDC活性化のためのガイドライン作成後、NCWDは、WDC及び州に対し、

WDC へのガイドライン活用に関する技術的アドバイスを行う立場を担うと考える。ガイド

ラインに沿った現場での活動を supervise するのは SMWA である。ガイドラインは全国の

WDC が対象であるため、カノ州に限定せず、他州でのグッドプラクティスもより反映した
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い。ナイジェリアは地域特性が多様で、WDC 活性化のためのアプローチには地域差がある

と思われるため、ガイドラインには、WDC の職員の条件などの基準設定、管理規定等、普

遍的に適用可能な基準だけでなく、社会文化特性への配慮も内容に盛り込みたい。 

④（Mr. Sadeeq Omar） NCWDスタッフの日本での研修は、組織任務の認知や視野の広がり、経

験の点で大きな効果をもたらす結果となったことを感謝している。日本人長期専門家の派遣

期間やその専門性について問題は感じていないが、短期専門家の派遣は 2 週間という短期も

あり、その場合、LGAに滞在する時間が短くなる。少なくとも 4 週間を最低の期間として、

相手機関（特に LGA）への業務内容を通じた発見のフィードバック、評価を行う時間も設定

してほしい。 

 

日 程 2008 年 11 月 24 日 

面談者 Dr. Aisha Mahmood, Director General, NCWD, Project Director of the Project 

① （武藤団長） カノ州での調査結果の報告と中間評価の概要説明：プロジェクトの後半は NCWD

の役割が一層増すため、予算措置への努力も重要である。 

②（Dr. Aisha Mahmood） NCWDは WDC活性化に関するガイドラインの策定については既にコ

ミットしている立場である。このプロジェクトと同様に特定の州の事例を収集し、ベースと

するような支援を他ドナーに対してもプロポーザルを提出中である。少なくとも 3ゾーンで

実施したい。 

③（Dr. Aisha Mahmood） C/P ファンドに関して 2008 年度分は財務省から承認されていない。

NCWDは本来、州や LGAを支援している立場でもあり、プロジェクト資金は LGAが負担す

るべきである。NCWDは連邦からの予算配分が少ないなか、プロジェクトにコミットしてい

ることを JICAにもっと評価をしてほしい。 

 

7．Federal Ministry of Women Affairs and Social Development  

日 程 2008 年 11 月 24 日 

面談者 Ms. Grace Ekpiwhre, Acting-Minister/ Mr. Y.N. Giwa, Permanent Secretary  

①  （武藤団長） プロジェクト背景、カノ州での調査結果の報告と中間評価の概要説明：評価と

しては全体的にはとてもよい。特に、LGA/WDCとコミュニティでのインパクトが大きい。

②（Ms. Grace Ekpiwhre） FMWAの役割はアドボカシーである。すべての省庁に女性開発ユニッ

トを設ける動きもある。子供への影響等、コミュニティで女性が与える影響は大きいと認識

している。WDC はノンフォーマル教育の場であり、その活性化に向けて本プロジェクトが

モデルになると理解しているので、今後はその効果を全国でも同様に拡大したい。今後も

WDC 活性化には継続して取り組み、自立発展性を高めていきたい。JICA は WDC で習得で

きる技術の高度化もめざすのか。 

③（武藤団長） WDCでの生産品の付加価値化、差別化は必要であり、第 2 フェーズではその方

向での活動を考えている。 

④（Mr. Y.N. Giwa） 日本による無償資金協力について、保留中である障害者センターへの支援も

期待する。 
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8．在ナイジェリア日本国大使館 

日 程 2008 年 11 月 27 日 

面談者 植澤利次大使、渡辺信人一等書記官 

①（武藤団長） 調査結果と評価概要の報告：自立発展性はカノ州において問題はないと思われる

が、中央レベルではガイドライン作成後の全国展開に関し、NCWDからのローカルコストの

支払い、スタッフのモチベーションに不安がある。フェーズ 2 では NCWD の役割が重要に

なるため、NCWDの今後を見守る必要がある。 

②（植澤大使） ナイジェリアでは人材に能力はあるものの、ガバナンスがうまくいっていない。

地方分権の潮流から、利害関係者に近い場所に直接予算を配分することになっているが、援

助の点ではそれで効果が出るかどうかは容易でない面がある。また日本の援助は成果に対す

る評価を重視するが、実際は参加者の動きに左右されるダイナミズムがあるので、この点も

考慮が必要であろう。本プロジェクトは優良案件であるので、良い評価を与えてほしい。 

 

9．National Planning Commission (NPC) 

日 程 2008 年 11 月 27 日 

面談者 Mr. George Hwdupue, Director, Bilateral and International Economic Cooperation Dept.,  

Mr. Nwozuzu Samuel, Assistant Chief, Planning Officer, Bilateral and International 

Economic Cooperation Dept. 

①（上田団員） 調査結果と評価概要の報告 

② （ Mr. George Hwdupue） 日本からの支援と評価調査には感謝している。JCCでの議論にあった、

NCWDの 2008 年度の C/Pファンド未承認により発生している問題は、ナジェリア側として申

し訳ないと思っている。本プロジェクトは 2 国間の協力なので、当方からも財務省宛にレタ

ーを出し、ファンドの承認を促す予定で、問題解決に協力するつもりである。同時に NCWD

が自ら強くプッシュすることも必要である。カノ州は人口も多く、能力も高い。コミットも

ある。今後のプロジェクトにおけるコミットは LGAにもあるべきだ。 

③（甲斐田専門家） NCWD のスタッフに関して、研究者と自称してもその能力を備えていない

ことも課題である。人により能力がかなり異なるのが実情である。 
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